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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
有効量の少なくとも１種の光感受性材料、ならびに少なくとも１種の実質的に親水性のモ
ノマーおよび少なくとも１種の実質的に疎水性のモノマーを含む重合可能成分が重合され
た微粒子を含む水性組成物であって、
該親水性モノマーおよび該疎水性モノマーが、組み合わされて、該微粒子を少なくとも部
分的に形成するように適合されており、
ここで、該親水性モノマーが表面に配向しており、該疎水性モノマーが内部に配向してお
り、
ここで、該光感受性材料が、有機フォトクロミック材料であり、該光感受性材料が、該少
なくとも１種の実質的に疎水性のモノマーと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不
能である、
水性組成物。
【請求項２】
有効量の少なくとも１種の光感受性材料、ならびに少なくとも１種の親水性官能基を含む
少なくとも１種の重合可能成分および少なくとも１種の疎水性の官能基を含む少なくとも
１種の重合可能成分が重合された少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子
を含む水性組成物であって、
該少なくとも１種の光感受性材料および該少なくとも１種の親水性官能基を含む少なくと
も１種の重合可能成分および該少なくとも１種の疎水性の官能基を含む少なくとも１種の
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重合可能成分が、該少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子を形成するよ
うに適合されており、
ここで、該親水性官能基が表面に配向しており、該疎水性官能基が内部に配向しており、
ここで、該光感受性材料が、有機フォトクロミック材料であり、該光感受性材料が、該少
なくとも１種の疎水性の官能基を含む少なくとも１種の重合可能成分と化学結合を有して
おり、該微粒子から抽出不能である、
水性組成物。
【請求項３】
請求項２に記載の水性組成物であって、
前記親水性官能基が、少なくとも１種の実質的に親水性のモノマーによって提供され、前
記疎水性官能基が、少なくとも１種の実質的に疎水性のモノマーによって提供される、
水性組成物。
【請求項４】
請求項３に記載の水性組成物であって、
前記実質的に疎水性のモノマーのホモポリマーが、前記実質的に親水性のモノマーのホモ
ポリマーのガラス転移温度より高いかまたは等しいガラス転移温度を有する、
水性組成物。
【請求項５】
請求項３に記載の水性組成物であって、
前記実質的に疎水性のモノマーのホモポリマーが、前記実質的に親水性のモノマーのホモ
ポリマーのガラス転移温度より低いガラス転移温度を有する、
水性組成物。
【請求項６】
請求項２に記載の水性組成物であって、
前記重合可能成分が、架橋を形成しうる成分含む、
水性組成物。
【請求項７】
一体表面ドメインおよび内部ドメインを含む少なくとも部分的に重合した成分を含み、該
表面ドメインが、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインが、少なくとも
１つの疎水性の領域を含み、そして該内部ドメインの少なくとも１つが、有機フォトクロ
ミック材料である光感受性材料を有する、少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマ
ー微粒子の、水性分散物であって、
該光感受性材料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能であ
る、
水性分散物。
【請求項８】
光感受性ポリマー物品であって、
該光感受性ポリマー物品が、少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子を含
み、該少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子が、一体表面ドメインおよ
び内部ドメインを含む少なくとも部分的に重合された成分を含み、
ここで、該表面ドメインが、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインが、
少なくとも１つの疎水性の領域を含み、
そして該内部ドメインが、有機フォトクロミック材料である光感受性材料を有し、該光感
受性材料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、
光感受性ポリマー物品。
【請求項９】
請求項８に記載の光感受性ポリマー物品であって、
前記物品が光学要素である、
光感受性ポリマー物品。
【請求項１０】
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請求項９に記載の光感受性ポリマー物品であって、
前記光学要素が、光学メモリ要素、ディスプレイ要素、眼科用要素、ウィンドウ要素、ま
たは鏡要素から選択される、
光感受性ポリマー物品。
【請求項１１】
請求項１０に記載の光感受性ポリマー物品であって、
前記眼科用要素が、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レ
ンズ、保護レンズまたはバイザーから選択される、
光感受性ポリマー物品。
【請求項１２】
光感受性物品であって、以下：
　ａ）基材；および
　ｂ）該基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に直接または他の部材を介して接
続された少なくとも部分的に硬化されたコーティング組成物であって、
該コーティング組成物が、有効量の少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒
子を含み、該少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子が、一体表面ドメイ
ンおよび内部ドメインを含む少なくとも部分的に重合された成分を含み、
ここで、該表面ドメインが、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインが、
少なくとも１つの疎水性の領域を含み、
そして該内部ドメインが、有機フォトクロミック材料である光感受性材料を有し、該光感
受性材料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、
少なくとも部分的に硬化されたコーティング組成物、
を含む、光感受性物品。
【請求項１３】
請求項１２に記載の光感受性物品であって、
前記基材がポリマー有機材料であり、
そして該ポリマー性有機材料が、ポリ（Ｃ１－Ｃ１２アルキルメタクリレート）、ポリ（
オキシアルキレンジメタクリレート）、ポリ（アルコキシル化フェノールメタクリレート
）、酢酸セルロース、三酢酸セルロース、酢酸プロピオン酸セルロース、酢酸酪酸セルロ
ース、ポリ（酢酸ビニル）、ポリ（ビニルアルコール）、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（塩
化ビニリデン）、熱可塑性ポリカーボネート、ポリエステル、ポリウレタン、ポリチオウ
レタン、ポリスルフィチオウレタン（ｐｏｌｙｓｕｌｆｉｔｈｉｏｕｒｅｔｈａｎ）、ポ
リ（ウレア－ウレタン）、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリスチレン、ポリ（αメ
チルスチレン）、コポリ（スチレン－メチルメタクリレート）、コポリ（スチレン－アク
リロニトリル）、ポリビニルブチラール、またはビス（アリルカーボネート）モノマー、
多官能性アクリレートモノマー、多官能性メタクリレートモノマー、ジエチレングリコー
ルジメタクリレートモノマー、ジイソプロペニルベンゼンモノマー、エトキシル化ビスフ
ェノールＡジメタクリレートモノマー、エチレングリコールビスメタクリレートモノマー
、ポリ（エチレングリコール）ビスメタクリレートモノマー、エトキシル化フェノールビ
スメタクリレートモノマー、アルコキシル化多価アルコールポリアクリレートモノマー、
スチレンモノマー、ウレタンアクリレートモノマー、グリシジルアクリレートモノマー、
グリシジルメタクリレートモノマー、ジアリリデンペンタエリトリトールモノマー、もし
くはそれらの混合物から調製されたポリマーから選択される、
光感受性物品。
【請求項１４】
請求項１２に記載の光感受性物品であって、
前記コーティング組成物が、さらに染料である添加剤を含む、
光感受性物品。
【請求項１５】
請求項１４に記載の光感受性物品であって、
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前記光感受性物品が、さらに、前記コーティング組成物の少なくとも１つの表面の少なく
とも一部に直接接続された第１の少なくとも部分的に硬化されたポリマーシートを含む、
光感受性物品。
【請求項１６】
請求項１５に記載の光感受性物品であって、
前記光感受性物品が、さらに、第２の少なくとも部分的に硬化されたポリマーシートを含
み、前記基材、該第２のポリマーシート、該コーティング組成物、前記第１のポリマーシ
ートの順に順次接続されている、光感受性物品。
【請求項１７】
請求項１６に記載の光感受性物品であって、
前記第１のポリマーシートおよび前記第２のポリマーシートの少なくとも１つが、光感受
性である、
光感受性物品。
【請求項１８】
請求項１２に記載の光感受性物品であって、
前記光感受性物品が、光学メモリ要素、眼科用要素、ディスプレイ要素、ウィンドウ要素
、または鏡要素から選択される光学要素である、
光感受性物品。
【請求項１９】
請求項１８に記載の光感受性物品であって、
前記眼科用要素が、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レ
ンズ、保護レンズまたはバイザーから選択される、
光感受性物品。
【請求項２０】
光学要素であって、以下：
　ａ）第１表面を有する第１基材；
　ｂ）第２表面を有する第２基材であって、
該第２基材の第２表面が、該第１基材の該第１表面と向かい合う、第２基材；および
　ｃ）該第１表面と該第２表面との間に位置する材料であって、
該材料が、有効量の少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子を含み、
該少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子が、一体表面ドメインおよび内
部ドメインを含む少なくとも部分的に重合された成分を含み、
ここで、該表面ドメインが、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインが、
少なくとも１つの疎水性の領域を含み、
そして該内部ドメインが、有機フォトクロミック材料である光感受性材料を有し、該光感
受性材料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、材
料、を含む、
光学要素。
【請求項２１】
請求項２０に記載の光学要素であって、
前記光学要素が、光学メモリ要素、ディスプレイ要素、眼科用要素、ウィンドウ要素、ま
たは鏡要素から選択される、
光学要素。
【請求項２２】
請求項２０に記載の光学要素であって、
前記光学要素が、有機発光デバイスであり、前記第１表面が、アノードであり、前記第２
表面が、カソードであり、それらの間に位置する材料が、発光材料であり、該材料が、該
アノードおよび該カソードと電気的に接触している、
光学要素。
【請求項２３】
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光感受性微粒子を作製するための方法であって、以下：
　ａ）有効量の少なくとも１種の光感受性材料および少なくとも１種の重合可能成分の水
性分散物を確立する工程であって、
該少なくとも１種の重合可能成分が、少なくとも１種の親水性官能基を有する成分および
少なくとも１種の疎水性官能基を有する成分を含み、該光感受性材料が、有機フォトクロ
ミック材料である、工程；および
　ｂ）ａ）の分散物を、少なくとも部分的に微粒子を形成するのに十分な条件に供する工
程、を包含し、
　該光感受性材料が、該少なくとも１種の疎水性官能基を有する成分と化学結合を有して
おり、
該微粒子から抽出不能である、方法。
【請求項２４】
請求項２３に記載の方法であって、
該方法が、さらに以下：
　ｃ）前記ｂ）の少なくとも１つの重合可能成分を少なくとも部分的に重合する工程、
を包含する、方法。
【請求項２５】
請求項２４に記載の方法であって、
前記親水性官能基が、少なくとも１つの実質的に親水性のモノマーによって提供され、前
記疎水性官能基が、少なくとも１つの実質的に疎水性のモノマーによって提供される、
方法。
【請求項２６】
光感受性微粒子を作製するための方法であって、以下：
　ａ）少なくとも１種の実質的に親水性のプレポリマー成分の水性分散物を確立する工程
；
　ｂ）少なくとも１種の実質的に疎水性のプレポリマー成分の水性分散物を確立する工程
であって、有効量の少なくとも１種の光感受性材料を含み、該光感受性材料が、有機フォ
トクロミック材料である、工程；ならびに
　ｃ）ａ）およびｂ）の混合物を、少なくとも部分的に微粒子を形成するのに十分な条件
に供する工程であって、該微粒子が、有効量の少なくとも１つの光感受性材料を含む、工
程、
を包含し、
　該光感受性材料が、該少なくとも１種の実質的に疎水性のプレポリマー成分と化学結合
を有しており、該微粒子から抽出不能である、方法。
【請求項２７】
請求項２６に記載の方法であって、さらに、以下：
　ｄ）ｃ）の混合物を少なくとも部分的に重合させる工程、
を包含する、方法。
【請求項２８】
有効量の少なくとも１種の有機フォトクロミック材料、ならびに少なくとも１種の実質的
に親水性のモノマーおよび少なくとも１種の実質的に疎水性のモノマーを含む少なくとも
１種の重合可能成分が重合された微粒子を含む水性組成物であって、
該少なくとも１種の有機フォトクロミック材料および少なくとも１種の重合可能成分が、
少なくとも部分的に架橋されたフォトクロミックポリマー微粒子を形成するように適合さ
れており、該有機フォトクロミック材料が、該少なくとも１種の実質的に疎水性のモノマ
ーと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、
水性組成物。
【請求項２９】
請求項２８に記載の水性組成物であって、
前記有機フォトクロミック材料が、ピラン、オキサジン、フルギド、フルギミド、ジアリ
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ールエテンまたはこれらの混合物から選択される、
水性組成物。
【請求項３０】
請求項２８に記載の水性組成物であって、
前記実質的に疎水性のモノマーのホモポリマーが、前記実質的に親水性のモノマーの重合
によって形成されるホモポリマーのガラス転移温度未満のガラス転移温度を有する、
水性組成物。
【請求項３１】
請求項２８に記載の水性組成物であって、
前記実質的に親水性のモノマーが、２３℃より高いガラス転移温度を有するポリマーを形
成するために適合されたウレタン材料を含み、
前記実質的に疎水性のモノマーが、２３℃未満のガラス転移温度を有するポリマーを形成
するために適合されたウレタン材料を含む、
水性組成物。
【請求項３２】
少なくとも部分的に硬化されたポリマー有機材料および有効量の少なくとも部分的に架橋
された有機フォトクロミックポリマー微粒子を含む有機フォトクロミック物品であって、
該微粒子が、一体表面ドメインおよび内部ドメインを含む少なくとも１種の重合可能成分
の重合生成物であり、ここで、該表面ドメインが、少なくとも１つの親水性の領域を含み
、
該内部ドメインが、少なくとも１つの疎水性の領域を含み、そして該内部ドメインが有機
フォトクロミック材料を含み、該ポリマー有機材料が、ポリ（Ｃ１～Ｃ１２アルキルメタ
クリレート）、ポリ（オキシアルキレンジメタクリレート）、ポリ（アルコキシル化フェ
ノールメタクリレート）、酢酸セルロース、三酢酸セルロース、酢酸プロピオン酸セルロ
ース、酢酸酪酸セルロース、ポリ（ビニルアセテート）、ポリ（ビニルアルコール）、ポ
リ（塩化ビニル）、ポリ（塩化ビニリデン）、熱可塑性ポリカーボネート、ポリエステル
、ポリウレタン、ポリチオウレタン、ポリスルフィチオウレタン、ポリ（ウレア－ウレタ
ン）、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリスチレン、ポリ（αメチルスチレン）、コ
ポリ（スチレン－メチルメタクリレート）、コポリ（スチレン－アクリロニトリル）、ポ
リビニルブチラール、あるいは、ビス（アリルカルボネート）モノマー、多官能性アクリ
レートモノマー、多官能性メタクリレートモノマー、ジエチレングリコールジメタクリレ
ートモノマー、ジイソプロペニルベンゼンモノマー、エトキシル化ビスフェノールＡジメ
タクリレートモノマー、エチレングリコールビスメタクリレートモノマー、ポリ（エチレ
ングリコール）ビスメタクリレートモノマー、エトキシル化フェノールビスメタクリレー
トモノマー、アルコキシル化多価アルコールポリアクリレートモノマー、スチレンモノマ
ー、ウレタンアクリレートモノマー、グリシジルアクリレートモノマー、グリシジルメタ
クリレートモノマー、ジアリリデンペンタエリスリトールモノマーまたはこのようなモノ
マーの混合物から調製されるポリマーから選択され、
該有機フォトクロミック材料が、該少なくとも１つの疎水性の領域と化学結合を有してお
り、該微粒子から抽出不能である、有機フォトクロミック物品。
【請求項３３】
請求項３２に記載の有機フォトクロミック物品であって、
前記物品が、光学要素である、
有機フォトクロミック物品。
【請求項３４】
請求項３３に記載の有機フォトクロミック物品であって、
前記光学要素が、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レン
ズ、保護レンズまたはバイザーから選択される眼科用要素である、
有機フォトクロミック物品。
【請求項３５】
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有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、以下：
　ａ）基材；および
　ｂ）該基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された、少なくとも部分的
に硬化された有機フォトクロミックコーティングであって、該有機フォトクロミックコー
ティングが、フィルム形成ポリマーおよび有効量の少なくとも部分的に架橋された有機フ
ォトクロミックポリマー微粒子を含み、
該微粒子が、一体表面ドメインおよび内部ドメインを含み、該表面ドメインが、少なくと
も１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインが、少なくとも１つの疎水性の領域を含み
、そして該内部ドメインが有機フォトクロミック材料を含み、該有機フォトクロミック材
料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、少なくと
も部分的に硬化された有機フォトクロミックコーティング、
を含む、有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項３６】
請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
前記フィルム形成ポリマーが、熱硬化性ポリマー材料、熱可塑性ポリマー材料、またはこ
のようなポリマー材料の混合物から選択される、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項３７】
請求項３６に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
前記フィルム形成ポリマーが、ポリウレタン、ポリ（ウレア－ウレタン）、アミノプラス
ト樹脂、ポリシロキサン、ポリ無水物、ポリアクリルアミド、エポキシ樹脂、またはポリ
（メタ）アクリレートから選択される熱硬化性ポリマー材料である、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項３８】
請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
前記基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続されたプライマーコーティング
をさらに含む、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項３９】
請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
前記基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された、少なくとも部分的に摩
耗抵抗性のコーティングをさらに含む、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項４０】
請求項３９に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
有機フォトクロミックコーティングと摩耗抵抗性コーティングとの間に挿入された移行部
コーティングをさらに含む、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項４１】
請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティングされた物品であって、
前記基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された、少なくとも部分的に反
射防止性のコーティングをさらに含む、
有機フォトクロミックコーティングされた物品。
【請求項４２】
前記基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された偏光ポリマーコーティン
グまたはシートをさらに備える、請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティング
物品。
【請求項４３】
前記基材がポリマー有機材料であり、
そして該ポリマー有機材料が、ポリ（Ｃ１－Ｃ１２アルキルメタクリレート）、ポリ（オ
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キシアルキレンジメタクリレート）、ポリ（アルコキシル化フェノールメタクリレート）
、酢酸セルロース、三酢酸セルロース、酢酸プロピオン酸セルロース、酢酸酪酸セルロー
ス、ポリ（酢酸ビニル）、ポリ（ビニルアルコール）、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（塩化
ビニリデン）、熱可塑性ポリカーボネート、ポリエステル、ポリウレタン、ポリチオウレ
タン、ポリスルフィチオウレタン（ｐｏｌｙｓｕｌｆｉｔｈｉｏｕｒｅｔｈａｎ）、ポリ
（ウレア－ウレタン）、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリスチレン、ポリ（αメチ
ルスチレン）、コポリ（スチレン－メチルメタクリレート）、コポリ（スチレン－アクリ
ロニトリル）、ポリビニルブチラール、またはビス（アリルカーボネート）モノマー、多
官能性アクリレートモノマー、多官能性メタクリレートモノマー、ジエチレングリコール
ジメタクリレートモノマー、ジイソプロペニルベンゼンモノマー、エトキシル化ビスフェ
ノールＡジメタクリレートモノマー、エチレングリコールビスメタクリレートモノマー、
ポリ（エチレングリコール）ビスメタクリレートモノマー、エトキシル化フェノールビス
メタクリレートモノマー、アルコキシル化多価アルコールポリアクリレートモノマー、ス
チレンモノマー、ウレタンアクリレートモノマー、グリシジルアクリレートモノマー、グ
リシジルメタクリレートモノマー、ジアリリデンペンタエリトリトールモノマー、もしく
はそれらの混合物から調製されたポリマーから選択される、
請求項３５に記載の有機フォトクロミックコーティング物品。
【請求項４４】
前記基材が光学要素である、
請求項４３に記載の有機フォトクロミックコーティング物品。
【請求項４５】
前記光学要素は、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レン
ズ、保護レンズまたはバイザーから選択される眼科的要素である、
請求項４４に記載の有機フォトクロミックコーティング物品。
【請求項４６】
有機フォトクロミック複合品であって、
　ａ）基材；ならびに
　ｂ）該基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された少なくとも部分的に
硬化された有機フォトクロミックポリマーシートであって、
該有機フォトクロミックポリマーシートは、有効量の少なくとも部分的に架橋された有機
フォトクロミックポリマー微粒子を含み、
該微粒子は、一体表面（ｉｎｔｅｇｒａｌ　ｓｕｒｆａｃｅ）ドメインおよび内部ドメイ
ンを含み、ここで、該表面ドメインは、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ド
メインは、少なくとも１つの疎水性の領域を含み、
そして該内部ドメインは、少なくとも１つの有機フォトクロミック材料を含み、該有機フ
ォトクロミック材料が、該内部ドメインと化学結合を有しており、該微粒子から抽出不能
である、有機フォトクロミックポリマーシート、
を含む、有機フォトクロミック複合品。
【請求項４７】
前記有機フォトクロミックポリマーシートは、熱硬化性ポリマー材料、熱可塑性ポリマー
材料またはそれらの混合物を含む、請求項４６に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項４８】
前記有機フォトクロミックポリマーシートは、熱可塑性ポリウレタンを含む、請求項４７
に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項４９】
前記有機フォトクロミックポリマーシートの表面上に接続された少なくとも部分的に摩耗
抵抗性の保護ポリマーシートをさらに含む、請求項４６に記載の有機フォトクロミック複
合品。
【請求項５０】
前記保護ポリマーシートは、熱硬化性ポリマー材料、熱可塑性ポリマー材料またはそれら
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の混合物を含む、請求項４９に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項５１】
前記保護ポリマーシートは、熱可塑性ポリカーボネートを含む、請求項５０に記載の有機
フォトクロミック複合品。
【請求項５２】
前記有機フォトクロミック複合品は光学要素である、請求項４６に記載の有機フォトクロ
ミック複合品。
【請求項５３】
前記光学要素は、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レン
ズ、保護レンズまたはバイザーから選択される眼科的要素である、請求項５２に記載の有
機フォトクロミック複合品。
【請求項５４】
有機フォトクロミック複合品であって、
　ａ）基材；
　ｂ）該基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に接続された有機フォトクロミッ
ク接着剤の少なくとも部分的に硬化された有機フォトクロミック接着性コーティングであ
って、
該有機フォトクロミック接着剤は接着材料および有効量の少なくとも部分的に架橋した有
機フォトクロミックポリマー微粒子を含み、
該微粒子は、一体表面ドメインおよび内部ドメインを含み、
ここで該表面ドメインは、少なくとも１つの親水性の領域を含み、該内部ドメインは、少
なくとも１つの疎水性の領域を含み、そして該内部ドメインは、少なくとも１つの有機フ
ォトクロミック材料を含み、該有機フォトクロミック材料が、該内部ドメインと化学結合
を有しており、該微粒子から抽出不能である、有機フォトクロミック接着性コーティング
；ならびに
　ｃ）該有機フォトクロミック接着性コーティングに接続された第一の少なくとも部分的
に硬化されたポリマーシート、
を含む、有機フォトクロミック複合品。
【請求項５５】
前記有機フォトクロミック物品は、第二の少なくとも部分的に硬化したポリマーシートを
さらに含み、該第二のポリマーシートは、前記基材に隣接し、前記有機フォトクロミック
接着性コーティングによって前記第一のポリマーシートに接続されている、請求項５４に
記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項５６】
前記第一のポリマーシートおよび第二のポリマーシートの少なくとも一方がフォトクロミ
ックである、請求項５５に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項５７】
前記物品が光学要素である、請求項５４に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項５８】
前記物品が、眼科的要素である、請求項５５に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項５９】
前記物品は、アクセスカードおよび許可証；譲渡可能な文書および譲渡不可能な文書；政
府の公文書；消費材；クレジットカード；商品タグ、ラベルおよびパッケージから選択さ
れるセキュリティー要素である、請求項５６に記載の有機フォトクロミック複合品。
【請求項６０】
前記眼科的要素は、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レ
ンズ、保護レンズまたはバイザーから選択される、請求項５８に記載の有機フォトクロミ
ック複合品。
【請求項６１】
少なくとも部分的に架橋した有機フォトクロミックポリマー微粒子を作製するための方法
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であって、該方法は、以下：
　ａ）有効量の少なくとも１つの有機フォトクロミック材料および少なくとも１つの重合
可能な成分の水性分散物を確立する工程であって、
該少なくとも１つの重合可能な成分が、少なくとも１つの実質的に親水性のモノマーおよ
び少なくとも１つの実質的に疎水性のモノマーを含む、工程；
　ｂ）ａ）の分散物を、該重合可能な成分および該有機フォトクロニック材料が、少なく
とも部分的に架橋した有機フォトクロミックポリマー微粒子を少なくとも部分的に形成す
るのに十分な条件に供する工程；ならびに
　ｃ）該重合可能な成分を、少なくとも部分的に重合する工程、
を包含し、
　該有機フォトクロミック材料が、該少なくとも１つの実質的に疎水性のモノマーと化学
結合を有しており、該微粒子から抽出不能である、方法。
【請求項６２】
前記ｂ）の条件は、５，０００ｐｓｉ～１５，０００ｐｓｉ（３．５×１０４ｋＰａ～１
×１０５ｋＰａ）の圧力である、請求項６１に記載の方法。
【請求項６３】
少なくとも部分的に架橋した有機フォトクロミックポリマー微粒子を作製するための方法
であって、該方法は、
　ａ）水性組成物中に少なくとも１つの実質的に親水性のエチレン不飽和モノマーを含む
実質的に親水性のプレポリマーを提供する工程；
　ｂ）水性組成物中に少なくとも１つの実質的に疎水性のエチレン不飽和モノマーを含む
実質的に疎水性のプレポリマーを提供する工程であって、該実質的に疎水性のプレポリマ
ーは、有効量の少なくとも１つの有機フォトクロミック材料をさらに含む、工程；
　ｃ）ａ）とｂ）との混合物を、少なくとも部分的に有機フォトクロミック微粒子を形成
するのに十分な条件に供する工程；および
　ｄ）重合可能な成分を少なくとも部分的に重合する工程、
を包含し、
　該有機フォトクロミック材料が、該実質的に疎水性のプレポリマーと化学結合を有して
おり、該微粒子から抽出不能である、方法。
【請求項６４】
ｃ）において、前記ａ）とｂ）との混合物に共重合可能な材料を加える工程をさらに包含
する、請求項６３に記載の方法。
【請求項６５】
水性組成物であって、
該組成物は、少なくとも１つの実質的に親水性のプレポリマー、少なくとも１つの実質的
に疎水性のプレポリマー、および有効量の少なくとも１つの有機フォトクロミック材料を
含む重合可能な成分が重合された、少なくとも部分的に架橋した有機フォトクロミックポ
リマー微粒子を含み、
該有機フォトクロミック材料は、該少なくとも１つの実質的に疎水性のプレポリマーと化
学結合を有しており、該重合可能な成分は、少なくとも部分的に架橋したフォトクロミッ
クポリマー微粒子を形成するのに適合しており、
ここで、該親水性のプレポリマーが表面に配向しており、該疎水性のプレポリマーが内部
に配向しており、
該有機フォトクロミック材料が、該少なくとも１つの実質的に疎水性のプレポリマーと化
学結合を有しており、そして該有機フォトクロミック材料が該微粒子から抽出不能である
、
水性組成物。
【請求項６６】
前記有機フォトクロミック材料は、前記重合可能な成分の固体の総重量の５０重量％まで
の量で存在する、請求項６５に記載の水性組成物。
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【請求項６７】
請求項６５に記載の水性組成物であって、
前記有機フォトクロミック材料は、以下：
　（ａ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－（
２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ
［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｂ）３－フェニル－３－（４－モルホリノフェニル）－６，７－ジメトキシ－１３－
ブチル－１３－（２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ）－３Ｈ，
１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｃ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６－メトキシ－７－モルホリノ－１３－
エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ
［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｄ）３－（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）－３－（４－モルホリノフェ
ニル）－１３，１３－ジメチル－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２
－ｂ］ピラン；
　（ｅ）３－（４－メトキシフェニル）－３－（４－フルオロフェニル）－６，７－ジメ
トキシ－１３－エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－）－３Ｈ
，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｆ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－ヒ
ドロキシ－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；または
　（ｇ）それらの混合物、
から選択される、水性組成物。
【請求項６８】
前記実質的に親水性のプレポリマーは、２３℃より高いガラス転移温度を有するホモポリ
マーを形成するのに適合しているウレタン（メタ）アクリレートプレポリマーを含み、前
記実質的に疎水性のプレポリマーは、２３℃未満のガラス転移温度を有するホモポリマー
を形成するのに適合しているウレタン（メタ）アクリレートプレポリマーを含む、請求項
６５に記載の水性組成物。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の背景）
　本発明は、光感受性微粒子を形成するための水性組成物、光感受性ポリマー微粒子、お
よびこのような微粒子を作製するための方法に関する。本発明はまた、光感受性ポリマー
微粒子の水性分散物、およびこの光感受性ポリマー微粒子を含む物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光感受性材料は、電磁放射腺（赤外線、可視光線および紫外線、ならびに誘導放射また
はレーザーによる光増幅が挙げられる）に対する応答を示す。この応答は、１つの型の発
光であり、ここで、可視光線は露光後の光感受性材料（例えば、蛍光材料またはリン光材
料）によって放射される；材料（例えば、非線形の光学材料）を通過する電磁放射腺の波
長の変化が存在する；または色の可逆変化が存在する（例えば、フォトクロミック材料）
。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　光感受性材料によって示される現象を利用する製品（例えば、光記憶素子およびディス
プレイ素子のような光学素子）が存在する。光感受性特性を示すコア／シェル微粒子を組
み込んだ材料は公知であるが、微粒子内の光感受性材料の特性が制御され得る製品をもた
らすことが望ましい。
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【発明を実施するための最良の形態】
【０００４】
　（発明の詳細な説明）
　本明細書および添付の特許請求の範囲において使用される場合、単数形「１つの（ａ）
」、「１つの（ａｎ）」および「その（ｔｈｅ）」は、その参照を１つに明確かつ無条件
に限定しない限り、複数の参照を含む。
【０００５】
　本明細書の目的のため、他に示されない限り、本明細書および特許請求の範囲において
使用される成分の量、反応条件、および他のパラメータを表す全ての数字は、全ての場合
において用語「約」により修飾されていると理解されるべきである。従って、反対に示さ
れない限り、以下の明細書および添付の特許請求の範囲において記載される数値パラメー
タは近似値であり、この近似値は、本発明により得られるように求められる所望の特性に
依存して変動し得る。最低限でも、そして特許請求の範囲に対する等価物の原則の適用を
制限する企図としてでもなく、各々の数値パラメータは、報告される有意な桁数を考慮し
、そして通常の四捨五入技術の適用によって、少なくとも解釈されるべきである。
【０００６】
　本明細書中の全ての数値範囲は、記載される数値範囲内の全ての数値および全ての数値
範囲を含む。本発明の広範な範囲を記載する数値範囲および数値パラメータは近似値であ
るにもかかわらず、特定の実施例において記載される数値は、可能な限り正確に報告され
る。しかしながら、いずれの数値も、本質的に、それぞれの試験測定において見出される
標準偏差から必然的に生じる特定の誤差を含んでいる。
【０００７】
　本発明は、種々の非限定的な実施形態を含む。このような実施形態の１つは、有効量の
少なくとも１種の光感受性材料および少なくとも１種の重合可能成分を含む水性組成物で
あり、この重合可能成分は、少なくとも１種の実質的に親水性のモノマーと少なくとも１
種の実質的に疎水性のモノマーとを含み、この親水性モノマーとこの疎水性モノマーとは
、組み合わされて上記光感受性材料が会合するこれら重合可能な成分の微粒子を少なくと
も部分的に形成するように適合される。用語「モノマー」は、単独のモノマー単位、およ
び２～３個のモノマー単位を含むオリゴマーを含む。別の非限定的な実施形態は、少なく
とも１種の光感受性材料の有効量および少なくとも１種の重合可能な成分を含む水性組成
物を提供し、この重合可能な成分は、少なくとも１つの親水性官能基および少なくとも１
つの疎水性官能基を含み、上記光感受性材料およびその重合可能な成分は、少なくとも部
分的に架橋された光感受性ポリマー微粒子を形成するように適合される。さらなる非限定
的な実施形態は、光感受性材料がフォトクロミック材料である水性組成物を提供する。な
おさらなる非限定的な実施形態は、重合可能な成分が、少なくとも１種の実質的に親水性
のプレポリマー、少なくとも１種の実質的に疎水性のプレポリマー、および少なくとも１
つの重合可能な基を含む少なくとも１種の有機フォトクロミック材料の有効量を含み、こ
の重合可能な成分は、少なくとも部分的に架橋されたフォトクロミックのポリマー微粒子
を形成するように適合される。
【０００８】
　さらなる非限定的な実施形態に従い、その重合可能な成分は、実質的に親水性のモノマ
ーおよび実質的に疎水性のモノマーのうちの少なくとも１つと共重合可能（ｃｏｐｏｌｙ
ｍｅｒｉｚａｂｌｅ）である材料をなおさらに含み得、この材料は以後「共重合可能な材
料」と称される。さらに、重合可能な成分は、架橋性材料と反応するように適合され、ホ
スト材料と適合可能であるように適合され、そして以後記載される光感受性ポリマー微粒
子と組み合わされる特性を有するように適合される官能性を有し得る。
【０００９】
　句「結合して光感受性材料が会合される重合可能な成分の微粒子を少なくとも部分的に
形成するように適合されること」は、少なくとも部分的に形成された微粒子へと自己構築
するのに適している重合可能な構成をいう。微粒子の自己構築は、重合可能な成分を含む
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、実質的に親水性のモノマーの親水性官能基と実質的に疎水性のモノマーの疎水性官能基
とに関連した親水性と疎水性との差異による。光感受性材料は、親水性光感受性材料、疎
水性光感受性材料、または得られた微粒子または重合可能な成分と化学的または物理的に
会合するのを可能にする別の特性を有する光感受性材料の選択によって、微粒子と組み合
わされ得る。
【００１０】
　微粒子形成後、それら微粒子は代表的には重合される。句「少なくとも部分的に架橋さ
れたポリマー微粒子を少なくとも部分的に重合し形成すること」とは、モノマーのうちの
いくらかから全てが反応し結合して鎖状のポリマー性材料を形成し、そしてこれらの鎖状
のポリマー性材料のうちのいくらかから全てにある反応基が反応し架橋して、それらの鎖
のうちのいくらかから全てが内部結合されたポリマー性ネットワークを形成する、重合可
能な構成をいう。前述の反応基は、当業者に公知の重合反応を受け得る化学反応基である
。このような重合可能な基の非限定的な例としては、メタクリロイルオキシ、アクリロイ
ルオキシ、ビニル、アリル、カルボキシル、アミノ、メルカプト、エポキシ、ヒドロキシ
、およびイソシアネートが挙げられる。
【００１１】
　１つの非限定的な実施形態に従い、本発明の水性組成物は、広範に変動し得る量の水を
含む。１つの非限定的な実施形態において、この水の量は、３０重量％～１００重量％未
満の量の範囲であり得、本明細書中に記載されるすべての数値範囲について先に特定した
ように、この範囲内の全ての数値および全ての数値範囲を含む。別の非限定的な実施形態
において、この水性組成物は、広範に変動し得る量（例えば、１重量％未満の正の量から
７０重量％までの範囲）で有機溶媒を含み得る。水および有機溶媒の重量％は、水と有機
溶媒（存在する場合）との総重量で除算して１００で積算した、水または有機溶媒のいず
れかの重量に基づく。
【００１２】
　水性組成物に含まれ得る有機溶媒の型は、広範に変動し得る。１つの非限定的な実施形
態において、水性組成物は極性溶媒（例えば、アルコール）および非極性溶媒（例えば、
炭化水素溶液）を含み得る。水性組成物中に含まれ得る有機溶媒の非限定的な例としては
、以下が挙げられる：プロピレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモ
ノヘキシルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールブ
チルエーテル、ｎ－ブタノール、イソプロパノール、ベンジルアルコール、ミネラルスピ
リット、Ｎ－メチルピロリジノン、トルエン、ＴＥＸＡＮＯＬ（登録商標）溶媒（これは
２，２，４－トリメチル－１，１，３－ペンタンジオールモノイソブチレートであると報
告されており、そしてＥａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．より利用可能である）
、およびこれら溶媒の混合物。さらなる非限定的な実施形態において、有機溶媒の使用は
、架橋されたポリマー微粒子を形成するのを助け得る。必要とされる場合、有機溶媒のい
くらかまたは全ては、当業者に公知の方法（例えば、４０℃未満の温度での共沸蒸留また
は減圧蒸留）によってその水性組成物から除去され得る。
【００１３】
　別の非限定的な実施形態において、補助（アジュバント）材料（例えば、重合可能な成
分を処理するのを助けるかまたは生じる微粒子に対して所望される特徴を付与する、慣用
的な成分）もまた水性組成物に組み込まれ得る。このような成分の非限定的な例としては
、レオロジー制御剤、界面活性剤、開始剤、触媒、硬化阻害剤、還元剤、酸、塩基、保存
剤、架橋性材料、フリーラジカルのドナー、フリーラジカルのスカベンジャー、安定化剤
（例えば、紫外線安定剤および熱安定剤）、および接着促進剤（例えば、有機官能性のシ
ラン、シロキサン、チタネートおよびジルコネート）が挙げられ、これら補助材料は当業
者に公知である。
【００１４】
　先に述べたように、水性組成物は、少なくとも１種の重合可能な成分を含み、この重合
可能な成分は少なくとも１種の実質的に親水性のモノマーおよび少なくとも１種の実質的
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に疎水性のモノマーを含む。本明細書中で使用される場合、用語「実質的に親水性のモノ
マー」および用語「実質的に疎水性のモノマー」とは、一方を他方と比較して相対的に親
水性のモノマーまたは相対的に疎水性のモノマーをいう。重合可能な成分のうちの実質的
に親水性のモノマーは、実質的に疎水性のモノマーよりも親水性である。従って、重合可
能な成分のうちの実質的に疎水性のモノマーは、実質的に親水性のモノマーよりも疎水性
である。材料の親水性／疎水性の特徴を決定する１つの方法は、周知である親水性－親油
性バランス（ＨＬＢ）数である。ＨＬＢ数は一般に１～２０の範囲であり、１は油溶性材
料でありそして２０は水溶性材料である。この系を使用して、実質的に疎水性として本明
細書中で指される材料は１０未満のＨＬＢを示し、一方実質的に親水性として指される材
料は１０より大きいＨＬＢを示す。
【００１５】
　実質的に親水性のモノマー　対　実質的に疎水性のモノマーの比率は、広範に変動し得
る。１つの非限定的な実施形態において、重合可能な成分中の実質的に親水性のモノマー
と実質的に疎水性のモノマーとの重量％は、重合可能な成分の総固形物重量１００％に基
づき、各々２重量％～９８重量％の範囲であり得る。実質的に親水性のモノマー　対　実
質的に疎水性のモノマーの比率の非限定的な例は、２０：８０および５０：５０である。
【００１６】
　別の非限定的な実施形態において、実質的に親水性のモノマーは、通常の混合手段を使
用した水中への溶解に適合性であり、この溶解に親和性を有し、そして／またはこの溶解
が少なくとも部分的に可能である。本発明の重合可能なモノマー成分中に使用される実質
的に親水性のモノマーは、当業者に公知の親水性モノマーをいずれも含み得る。このよう
な親水性のモノマーの非限定的な例としては、以下のような親水性官能基を含むモノマー
が挙げられる：酸官能基；ヒドロキシル官能基；ニトリル官能基；アミノ官能基；アミド
官能基；カルバメート官能基；イオン性官能基（例えば、四級アンモニウム基またはスル
ホニウム基）；またはこのような官能基の混合。
【００１７】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、重合可能な成分を調製するために使用され
るモノマーの疎水性および親水性の程度は、当業者に公知であるように、変動し得る。重
合可能な成分の実質的に疎水性のモノマーは、実質的に親水性のモノマーへと転換され得
る。１つの非限定的な実施形態において、重合可能な成分の疎水性モノマー上のイソシア
ネート基は、このイソシアネート基を有機官能性シラン（例えば、アミノプロピルトリエ
トキシシラン）と反応させることによってシロキサン基により官能化され得る。水中での
分散の際、加水分解可能な基（例えば、アルコキシシラン）は、少なくとも部分的に加水
分解されて親水性シラノール基を形成する。アルコールまたはそれ自身との反応が可能で
ある場合、これらの親水性基は疎水性基に戻り得る。同様の官能化プロセスは、重合し架
橋した光感受性ポリマー微粒子上で利用可能なイソシアネート基により実施され得る。
【００１８】
　このような疎水性から親水性への転換に適切な有機官能性シランの非限定的な例として
は、以下が挙げられる：（３－アクリルオキシプロピル）ジメチルメトキシシラン、アク
リルオキシプロピルトリエトキシシラン、アリトリエトキシシラン、４－アミノブチルト
リエトキシシラン、カルボキシメチルトリエトキシシラン、エポキシブチルトリメトキシ
シラン、グリシドオキシプロピルトリメトキシシラン、イソシアネートプロピルトリエト
キシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、メルカプトメトキシメチル－
ジエトキシシラン、メタクリルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、（メタクリルオ
キシメチル）ジメチルエトキシシラン、メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、
スチリルエトキシトリメトキシシラン、ウレイドプロピルトリエトキシシラン、ウレイド
プロピルトリメトキシシラン、ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルトリアセトキシシ
ラン、ビニルトリエトキシシラン、またはこれらの混合物。
【００１９】
　有機官能性シランに加え、実質的に親水性にされ得る他の実質的に疎水性の材料として
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は、当業者に公知であるように、例えば、アルコキシル化メラミン、フェノール－ホルム
アルデヒド、ウレア－ホルムアルデヒドが挙げられ、これらは水中での酸触媒作用の際に
実質的に親水性の基を形成する。
【００２０】
　親水性酸官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、以下が挙げられる：アクリル
酸、メタクリル酸、β－カルボキシエチルアクリラート、アクリルオキシプロピオン酸、
２－アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸、アクリル酸（３－スルホプロピル）エス
テル、クロトン酸、ジメチロールプロピオン酸、フマル酸、フマル酸のモノ（Ｃ１～Ｃ１

７）アルキルエステル、マレイン酸、マレイン酸のモノ（Ｃ１～Ｃ１７）アルキルエステ
ル、イタコン酸、イタコン酸のモノ（Ｃ１～Ｃ１７）アルキルエステル、およびこれらの
混合物。
【００２１】
　親水性ヒドロキシル官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、以下が挙げられる
：２－ヒドロキシエチルメタクリラート、２－ヒドロキシエチルアクリラート、ヒドロキ
シプロピルメタクリラート、ヒドロキシプロピルアクリラート、ヒドロキシブチルメタク
リラート、ヒドロキシブチルアクリラート、ヒドロキシメチルエチルアクリラート、ヒド
ロキシメチルプロピルアクリラート、ジカプロラクトンアクリラート、ジエタノールアミ
ン、ジメタノールアミン、またはこれらの混合物。ニトリル官能基を含むモノマーの非限
定的な例としては、メタクリロニトリルおよびアクリロニトリルが挙げられる。
【００２２】
　親水性アミノ官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、以下が挙げられる：アリ
ルアミン、ジメチルアリルアミン（ｄｉｍｅｔｈｌａｌｌｙｌａｍｉｎｅ）、２－（ジメ
チルアミノ）エチルメタクリラート、２－（ｔ－ブチルアミノ）エチルメタクリラート、
４－アミノスチレン、ジメチルアミノエトキシビニルエーテル、およびＮ－（３－ジメチ
ルアミノプロピル）メタクリルアミド。
【００２３】
　親水性イオン性官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、アリルトリメチルアン
モニウムクロライド、２－トリメチルアンモニウムエチルアクリル酸クロライド、および
ビニルベンジルジメチルスルホニウムクロライドが挙げられる。
【００２４】
　親水性アミド官能基を含むモノマーの例としては、メタクリルアミドおよびアクリルア
ミドが挙げられる。
【００２５】
　親水性カルバメート官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、以下が挙げられる
：アリルカルバメート、ビニルカルバメート、ヒドロキシエチルカルバメートとメタクリ
ル酸無水物との反応生成物、およびイソフォロンジイソシアネートを有するヒドロキシエ
チルカルバメートとヒドロキシエチルアクリラートとの反応生成物。
【００２６】
　親水性ビニル官能基を含むモノマーの非限定的な例としては、酢酸ビニル、ビニルピロ
リドン、およびビニルプロピオネートが挙げられる。
【００２７】
　１つの非限定的な実施形態において、疎水性モノマーは、親水性官能基を実質的に含ま
ず、そして通常の混合手段を使用した水中への溶解に実質的に不適合であり、この溶解に
対してほとんど親和性を有さず、そして／またはこの溶解の最小のみを可能にするモノマ
ーを含む。別の非限定的な実施形態において、本発明の重合可能な成分において使用され
る疎水性モノマーとしては、当業者に公知な疎水性モノマーをいずれも挙げられ得る。疎
水性官能基の非限定的な例としては、４個以上の炭素原子を有する炭化水素が挙げられる
。このような官能基のさらなる例は、以降の疎水性モノマーの記載において挙げられる。
【００２８】
　疎水性モノマーの非限定的な例としては、フリーラジカル重合可能なモノマーが挙げら
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れ、このモノマーとしては、以下が挙げられるがこれらに限定されない：ビニル芳香属性
モノマー（例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｔ－ブチルスチレンおよびビニルト
ルエン）；ビニルハライドおよびビニリデンハライド（例えば、塩化ビニルおよび塩化ビ
ニリデン）；ビニルエステル；ビニルエーテル、ビニルブチラート、アクリル酸およびメ
タクリル酸のアルキルエステル（アルキル基に４個～１７個の炭素原子を有するものであ
り、ブチルメタクリラート、ブチルアクリラート、シクロヘキシルメタクリラート、シク
ロヘキシルアクリラート、２－エチルヘキシルメタクリラート、２－エチルヘキシルアク
リラート、ブチルヘキシルメタクリラート、ブチルヘキシルアクリラート、イソオクチル
メタクリラート、イソオクチルアクリラート、イソデシルメタクリラート、イソデシルア
クリラート、イソボロニルメタクリラート、イソボロニルアクリラート、ラウリルメタク
リラートおよびラウリルアクリラートが挙げられる）；ならびにこれらの混合物。
【００２９】
　他の適切な疎水性モノマーとしては、実質的に加水分解不能な置換基（例えば、３個以
上の炭素原子を含むアルコキシル基）を有する有機官能性シランが挙げられる。
【００３０】
　非限定的な実施形態において、重合可能な成分は少なくとも１種の共重合可能な材料を
含み、この材料は、少なくとも１種の実質的に親水性のモノマーとも少なくとも１種の実
質的に疎水性のモノマーとも異なる。別の非限定的な実施形態において、この共重合可能
な材料は、実質的に親水性のモノマーと反応されて実質的に親水性のプレポリマーを形成
し、そして／または実質的に疎水性のモノマーと反応されて実質的に疎水性のプレポリマ
ーを形成する。
【００３１】
　別の非限定的な実施形態において、共重合可能な材料は、実質的に親水性のモノマーお
よび実質的に疎水性のモノマーのうちの少なくとも１つと共重合可能である材料のいずれ
でもあり得る。１つの非限定的な実施形態において、共重合可能な材料は、構造骨格形成
材料である。共重合可能な材料の非限定的な例は、以下から選択され得る：エチレン性（
ｅｔｈｙｌｅｎｉｃａｌｌｙ）不飽和の基を含む材料；当業者に公知のイソシアネート含
有材料、例えば、イソシアネートと、相当反応性の他の材料（例えば、ポリオール）との
反応生成物（この反応生成物は少なくとも１つのイソシアネート基を有する）；当業者に
公知のヒドロキシル基含有モノマー；当業者に公知のエポキシ基含有モノマー；当業者に
公知のカルボキシ基含有モノマー；当業者に公知のカルボネート基含有モノマー、例えば
、少なくとも１つのカルボネート基を含むポリオールとビニルモノマーとの反応生成物、
ならびに少なくとも１つのカルボネート基を含むポリオールと、１つの反応性イソシアネ
ート基および少なくとも１つの重合可能な二重結合（米国特許出願公開第２００３／０１
３６９４８号（これは本明細書中で参考として援用される）の段落［００４１］～［００
６５］に記載されるもの）を含むイソシアネートとの反応生成物；またはこのような共重
合可能な材料の混合物。
【００３２】
　１つの非限定的な実施形態において、共重合可能な材料としては、シリル基含有材料、
例えば、少なくとも１つの重合可能な基を有する有機官能性シラン（例えば、先に記載し
た有機官能性シラン）が挙げられる。
【００３３】
　エチレン性不飽和の基を含むモノマーのような共重合可能な材料の非限定的な例として
は、以下から選択される官能基を有するビニルモノマーおよびエチレン性不飽和モノマー
が挙げられる：ヒドロキシル、カルボキシル、アミノ、メルカプト、（メタ）アクリロイ
ルオキシ（例えば、アクリロイルオキシまたはメタクリロイルオキシ）、イソシアネート
またはこれらの混合（これらは当業者に公知である）。１つの非限定的な実施形態におい
て、共重合可能な材料は、２つ以上の重合可能な同じ基、または２つ以上の重合可能な異
なる基を有し得る。別の非限定的な実施形態において、共重合可能な材料は、（メタ）ア
クリル酸モノマーから選択され、このモノマーはヒドロキシル、アミノ、メルカプトまた
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はこれらの混合から選択される少なくとも１つの官能基を有する。
【００３４】
　１つの非限定的な実施形態において、重合可能な成分の形成において使用される実質的
に親水性のモノマーおよび／または実質的に疎水性のモノマーは、当業者に公知であるよ
うに、重合の際にそれぞれのポリマーのガラス転移温度によって提供される特性のために
選択される。例えば、室温（例えば２３℃）より高いガラス転移温度を有するポリマーを
形成するモノマーは、剛性または硬性のポリマーを形成する傾向があり、一方室温より低
いガラス転移温度を有するポリマーを形成するモノマーは、軟性または可撓性である傾向
がある。ポリマー微粒子を形成するために使用されるモノマーの特性は、光感受性材料の
性能に影響を与え得る。例えば、活性化状態および不活性化状態を示す立体構造変化に依
存する有機性フォトクロミック材料の場合、１つの非限定的な実施形態において、軟性お
よび可撓性環境がより可動性を可能にし、そして性能の向上を可能にし得るか、または剛
性および硬性環境がより低い可動性を可能にし、そして性能の低下を引き起こし得る。重
合可能な成分と、光感受性材料の性能に影響を与え得る特性を有する材料とを配合するこ
とは、その光感受性ポリマー微粒子に、得られる光感受性材料の性能を制御し得る環境を
持たせることを可能にする。
【００３５】
　重合の際に、実質的に親水性のモノマーおよび実質的に疎水性のモノマーは、それぞれ
ポリマーを形成し、それぞれのガラス転移温度は、大きく変動し得る。非限定的な一実施
形態において、実質的に疎水性のモノマーの重合の際に形成されるポリマーのガラス転移
温度は、実質的に親水性のモノマーの重合の際に形成されるポリマーのガラス転移温度以
上である。代替的な非限定的な実施形態において、実質的に疎水性のモノマーの重合の際
に形成されたポリマーのガラス転移温度は、実質的に親水性のモノマーの重合の際に形成
されたポリマーのガラス転移温度より低い。
【００３６】
　さらなる非限定的な実施形態において、実質的に疎水性のモノマーは、重合の際に２３
℃未満、例えば、２２．９℃～－１００℃または２２℃～－９０℃のガラス転移温度を有
するポリマーを形成するように適合される。なおさらなる非限定的な実施形態において、
実質的に親水性のモノマーは、重合の際に２３℃以上、例えば、２３℃～１３０℃または
２４℃～１００℃のガラス転移温度を有するポリマーを形成するように適合される。
【００３７】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、実質的に親水性のモノマーおよび／または
実質的に疎水性のモノマーは、実質的に柔軟性のない部分および／または実質的に可撓性
の部分を形成するように適合されたウレタン材料であってもよい。適切な型の部分を形成
するために、構成成分、例えばイソシアネートおよびポリオールを選択することにより、
柔軟性のない部分または可撓性の部分を形成するためにウレタン材料を調製するという概
念は、当業者に公知である。例えば、米国特許第６，１８７，４４４号の第３段４９行目
～第４段４６行目にある硬質部分および軟質部分の考察を参照のこと、この開示は、本明
細書中に参考として援用される。ウレタン材料の柔軟性のない部分は、使用する際に破壊
することなく曲げるのが容易ではない剛性を、生じた材料に付与する材料である。ウレタ
ン材料の可撓性の部分は、しなやかかつ曲げることが可能であるか、または直線から変形
させることができるか、または破壊することなく形成することが可能な材料を生じる材料
である。非限定的な実施形態において、実質的に疎水性のモノマーは、ウレタン材料（例
えば、ウレタン（メタ）アクリレートプレポリマーであり、これは、可撓性部分を形成す
るように適合され、実質的に親水性のモノマーは、ウレタン材料（例えば、ウレタン（メ
タ）アクリレートプレポリマーであり、柔軟性のない部分を形成するように適合される。
代替的な非限定的な実施形態において、実質的に疎水性のモノマーは、柔軟性のない部分
を形成するように適合されるウレタン材料であり、実質的に親水性のモノマーは、可撓性
部分を形成するように適合されたウレタン材料である。
【００３８】
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　本発明のウレタン材料は、イソシアネートとポリオール、アミンおよび／またはチオー
ルとを用いて調製され得、これらは大きく変動し得る。適切な材料および方法は、ウレタ
ン調製の分野の当業者に公知である。
【００３９】
　ウレタン形成成分（例えば、ヒドロキシル基、メルカプト基および／またはアミノ基を
有する有機成分およびイソシアネート）は、合わされて本発明のウレタン材料を生成し、
その構成要素の相対量は、代表的に反応性のヒドロキシル基、メルカプト基および／また
はアミノ基の利用可能な数に対する反応性のイソシアネート基の利用可能な数の比として
表され、例えば、ＮＣＯ：Ｘの当量比として表され、Ｘは、ＯＨ、ＳＨ、ＮＨおよび／ま
たはＮＨ２である。例えば、一ＮＣＯ当量の重量のイソシアネート成分が、一Ｘ当量の重
量のヒドロキシル基含有成分、メルカプト基含有成分および／またはアミノ基含有成分と
反応する場合、１．０：１．０のＮＣＯ：Ｘの比が得られる。ウレタン材料は、大きく変
動し得るＮＣＯ：Ｘの当量比を有する。例えば、非限定的な一実施形態において、ＮＣＯ
：Ｘの当量比は、０．３：１．０と３．０：１．０との間の範囲であり得、その間の範囲
は全て含まれる。その比が１．０：１．０より大きい場合、過剰のイソシアネート基は、
当業者に公知であるように、ブロックされ得、そして／またはさらに例えば、尿素または
有機官能性シランと反応して親水性基を形成し得る。
【００４０】
　イソシアネート成分の非限定的な例としては、遊離の、例えば、適切なブロッキング剤
でブロックされたか、または部分的にブロックされたイソシアネート含有構成要素を有す
る修飾または非修飾のイソシアネートが挙げられ、当業者に公知であるように、以下：ト
ルエン－２，４－ジイソシアネート；トルエン２，６－ジイソシアネート；ジフェニルメ
タン－４，４’－ジイソシアネート；ジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネート；
パラフェニレンジイソシアネート；ビフェニルジイソシアネート；３，３’－ジメチル－
４，４’－ジフェニレンジイソシアネート；テトラメチレン－１，４－ジイソシアネート
；ヘキサメチレン－１，６－ジイソシアネート；２，２，４－トリメチルヘキサン－１，
６－ジイソシアネート；リジンメチルエステルジイソシアネート；ビス（イソシアネート
エチル）フマレート；イソホロンジイソシアネート；エチレンジイソシアネート；ドデカ
ン－１，１２－ジイソシアネート；シクロブタン－１，３－ジイソシアネート；２－ヘプ
チル－３，４－ビス（９－イソシアネートノニル）－１－ペンチル－シクロヘキサン；シ
クロヘキサン－１，３－ジイソシアネート；シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート
；ジシクロヘキシルメタン－４，４－ジイソシアネートまたはメチレンビス（４－シクロ
ヘキシルイソシアネート）；メチルシクロヘキシルジイソシアネート；ヘキサヒドロトル
エン－２，４－ジイソシアネート；ヘキサヒドロトルエン－２，６－ジイソシアネート；
ヘキサヒドロフェニレン－１，３－ジイソシアネート；ヘキサヒドロフェニレン－１，４
－ジイソシアネート；ｍ－テトラメチルキシレンジイソシアネート；ｐ－テトラメチルキ
シレンジイソシアネート；パーヒドロジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネート；
パーヒドロジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネートまたはこれらの混合物から選
択される。
【００４１】
　さらなる非限定的な実施形態において、ウレタン材料が触媒の存在下で形成される場合
、この触媒は、以下：ルイス塩基、ルイス酸および挿入触媒から選択され得、これらは、
Ｕｌｌｍａｎｎ’ｓ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｃｈｅ
ｍｉｓｔｒｙ、第５版、１９９２、Ａ２１巻、ｐ．６７３～６７４に記載され、この開示
は、本明細書中に参考として援用される。
【００４２】
　ウレタン形成成分として本発明に使用され得る有機ポリオールの非限定的な例としては
、（ａ）ポリカーボネートポリオール；（ｂ）低分子量ポリオール（例えば、５００未満
の重量平均分子量を有するポリオール（例えば、Ｃ２－Ｃ１０脂肪族ジオールなどの脂肪
族ジオール、脂肪族トリオール、多価アルコールおよびアルコキシル化低分子量ポリオー
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ル））；（ｃ）ポリエステルポリオール；（ｄ）ポリエーテルポリオール；（ｅ）アミド
含有ポリオール；（ｆ）ポリアクリル酸ポリオール；（ｇ）エポキシポリオール；（ｈ）
多価ポリビニルアルコール；（ｉ）ウレタンポリオール；または（ｊ）これらの混合物が
挙げられる。上述のポリカーボネートポリオールは、米国特許第５，１４３，９９７号第
３段４３行目～第６段２５行目、および米国特許第５，５２７，８２９号第２段１０行目
～第３段４８行目に開示されるように、当該分野で公知の方法によって形成され得る。他
のポリオールは、また米国特許第６，１８７，４４４号第７段２５行目～第１２段１５行
目に記載されるように、当該分野で公知の方法によって調製され得る。このような開示は
、本明細書中に参考として援用される。
【００４３】
　非限定的な一実施形態において、本発明のウレタン材料を調製するために使用される有
機ポリオール（例えば、ジオール、トリオールなど）は、プレポリマーまたはイソシアネ
ートを有する付加化合物を形成するために使用され得る。別の非限定的な実施形態におい
て、実質的に親水性のプレポリマーまたは実質的に疎水性のプレポリマーは、それぞれ親
水性モノマー（例えば、ジメチロールプロピオン酸）または疎水性モノマー（例えば、Ｃ

８脂肪族ジオール）を、プレポリマーのイソシアネート反応基と反応させることによって
調製され得る。このようなプレポリマーは、実質的に親水性または実質的に疎水性のウレ
タン（メタ）アクリレートプレポリマー（例えば、ウレタンアクリレートプレポリマー、
ウレタンメタクリレートプレポリマーまたはこれらの混合物）であり得る。
【００４４】
　これまでに述べたように、本発明の水性組成物は、少なくとも一種の光感受性材料の有
効量を含有する。「有効量の光感受性材料」という用語は、重合可能な成分中の光感受性
材料の量であって、適切な波長の電磁放射線を照射したときに、機器または目視による観
察によって検出可能な応答（例えば、光感受性材料によって放出される放射線の波長また
は量の変化、光感受性材料を通過する放射線の波長の変化または光感受性材料の観察され
る色の変化）を生じる光感受性ポリマー微粒子を生じる量を意味する。「光感受性材料」
という用語は、光感受性有機材料、光感受性無機材料またはこれらの混合物を包含するが
、着色剤（例えば、顔料および定着した色彩（ｔｉｎｔ）の色素および従来の二色性色素
（二色性の特性が本明細書中以下で考察するようなフォトクロミック材料と関連しない限
り））は、包含しない。非限定的な一実施形態において、光感受性材料は、蛍光色素、リ
ン光性色素、非線形光学材料、フォトクロミック材料またはこれらの混合物から選択され
る。
【００４５】
　別の非限定的な実施形態において、光感受性材料はさらに上記の重合可能な基を一種以
上含む。重合可能な基を光感受性材料に結合させるための種々の方法は、当業者に公知で
ある。例えば、米国特許第６，１１３，８１４号第８段４２行目～第２２段７行目を参照
のこと。この開示は、本明細書中に参考として援用される。使用され得るさらなる方法は
、非光感受性材料に官能基を結合させるための方法であり、例えば、米国特許第５，９１
９，８４６号第２段３５行目～第４段４２行目に記載される方法である。非限定的な一実
施形態において、光感受性材料は、上記重合可能な成分の鎖様の重合性材料に少なくとも
部分的に結合され得る。
【００４６】
　当業者に公知であるように、蛍光色素およびリン光性色素は、原子または分子が高い電
子状態から低い電子状態まで経るときに、可視光を放射する。蛍光色素からの放射に対す
る暴露後の発光の放射がリン光色素からの放射より早く生じることが二つの色素の間の違
いである。
【００４７】
　当業者に公知である蛍光色素は、本発明の光感受性材料として使用され得る。Ｈａｕｇ
ｌａｎｄ，Ｒ．Ｐ．（１９９６）　Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｐｒｏｂｅｓ　Ｈａｎｄｂｏｏ
ｋ　ｆｏｒ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｐｒｏｂｅｓ　ａｎｄ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｈ
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ｅｍｉｃａｌｓ、第６版を参照のこと。蛍光色素の非限定的な例としては、アントラセン
、テトラセン、ペンタセン、ローダミン、ベンゾフェノン、クマリン、フルオレセイン、
ペリレンおよびこれらの混合物が挙げられる。
【００４８】
　当業者に公知のリン光性色素は、本発明における光感受性材料として使用され得る。リ
ン光性色素の非限定的な例としては、以下：金属リガンド錯体（例えば、トリス（２－フ
ェニピリジン）イリジウム［Ｉｒ（ｐｐｙ）３］；２，３，７，８，１２，１３，１７，
１８－オクタエチル－２１Ｈ，２３Ｈ－ポルフィリン白金（ＩＩ）［ＰｔＯＥＰ］）およ
び有機色素（例えば、エオシン（２’，４’，５’，７’－テトラブロモフルオレセイン
）、２，２’－ビピリジンおよびエリスロシン（２’，４’，５’，７’－テトラヨード
フルオレセイン）が挙げられる。
【００４９】
　非線形光学材料（ＮＬＯ）は、明確な結晶構造を有し得、これは、電磁放射線に関して
光学的に異方性であるが、また非結晶質（例えば、ガリウム砒素）ならびに種々の発色団
（例えば、ｄｉｓｐｅｒｓｅ　ｒｅｄ　１［２８７３－５２－８］　４－（Ｎ－エチル－
Ｎ－２－ヒドロキシエチル）アミノ－４’－ニトロアゾベンゼンを組み込んだポリマーで
あってもよい。本明細書中で使用される場合、用語「異方性」とは、少なくとも一つの異
なる向きで測定する場合に値が異なる少なくとも一つの特性を有することを意味する。従
って、「光学的に異方性の材料」は、少なくとも一つの異なる向きで測定する場合に値が
異なる少なくとも一つの光学特性を有する材料である。ＮＬＯ材料の異方性の性質に基づ
くと、当業者に公知であるように、材料の順序付けまたは整列は、これらの材料の非線形
挙動を十分に利用するために使用される。いくつかのＮＬＯ材料は、これらを通過する光
を、向き、温度、波長などに依存して変化させる。ＮＬＯ材料のこの特性の非限定的な例
は、低波長の赤色光がリン酸二水素アンモニウムの結晶に入り、高エネルギーを蓄積した
光子を放出し、より高い波長の青色光として出ることである。Ｄ．Ａｒｉｖｕｏｌｉ、「
Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌｓ　ｏｆ　ｎｏｎｌｉｎｅａｒ　ｏｐｔｉｃａｌ　ｍａｔｅｒｉ
ａｌｓ」、ＰＲＡＭＡＮＡ－ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｐｈｙｓｉｃｓ、第５７巻、第５号
および６号、２００１年１１月、１２月、ｐ８７１－８７３を参照のこと、この開示は、
本明細書中に参考として援用される。
【００５０】
　当業者に公知のＮＬＯ材料は、本発明の光感受性材料として使用され得る。Ｎａｌｗａ
，Ｈ．Ｓ．およびＭｉｙａｔａ，Ｓ．編、Ｎｏｎｌｉｎｅａｒ　Ｏｐｔｉｃｓ　ｏｆ　Ｏ
ｒｇａｎｉｃ　Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　ａｎｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ、ＣＲＣ、１９９７を参
照のこと。上記の材料に加えて、ＮＬＯ材料の非限定的な例としては、以下：４－ジメチ
ルアミン－４－ニトロスチルベン；４－［４－（フェニルアゾ）－１－ナフチルアゾ］フ
ェノール；Ｎ－エチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－４－（４－ニトロフェニルアゾ
）アニリン；および（Ｓ）－（－）－１－（４－ニトロフェニル）－２－ピロリジンメタ
ノールが挙げられる。
【００５１】
　フォトクロミック材料は、少なくとも２種の状態を有し、第一の状態は、第一の吸収ス
ペクトルを有し、第二の状態は、第一の吸収スペクトルとは異なる第二の吸収スペクトル
を有し、少なくとも二種の異なる波長の少なくとも化学線に応答して、二つの状態を切り
替え得る。例えば、第一の吸収スペクトルにおけるフォトクロミック材料の異性体Ａ（例
えば、「透明」状態）は、第一の波長の光に暴露され、第二の吸収スペクトルにおける異
性体Ｂ（例えば、「着色」状態）に異性化し、これは、第二の異なる波長の光に暴露され
る場合、または第一の波長の光に暴露される場合、異性体Ａに戻る異性化を中断する。代
表的に、透明状態のフォトクロミック材料は、「非活性化」と考えられ、着色状態のフォ
トクロミック材料は、「活性化」であると考えられる。フォトクロミック材料の種類には
、熱可逆的なフォトクロミック材料および非熱可逆的なフォトクロミック材料が存在する
。熱可逆的なフォトクロミック材料は、少なくとも化学線に応答して第一の状態と第二の
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状態との間を切り替え、熱エネルギー（例えば、任意の形態の熱）または活性化放射の除
去に応答して第一の状態に戻り得る。非熱可逆的（すなわち光可逆的）フォトクロミック
材料は、化学線に応答して状態を切り替えるように適合されるが、熱エネルギーに応答し
て状態を切り替えるようには適合しない。本明細書中で使用される場合、「化学線」は、
電磁放射線を意味し、例えば、フォトクロミック材料に応答を引き起こし得る紫外線およ
び可視光線であるが、これらに限定されない。
【００５２】
　さらなる非限定的な実施形態において、熱可逆的なフォトクロミック材料および非熱可
逆的なフォトクロミック材料の両方は、適切な条件下で、フォトクロミック特性および二
色性特性（例えば、少なくとも部分的に直線的な偏光）の両方を示すように適合され得、
そしてこれはフォトクロミック－二色性材料と称される。本明細書中で使用される場合、
「少なくとも部分的に直線的な偏光」は、光波の電場ベクトルのある程度から全ての振動
を１方向または１平面に限定することを意味する。以下により詳細に考察されるように、
光学的に異方性の材料を含む光感受性物品（例えば、非線形性の光学的材料および／また
はフォトクロミック－二色性材料）は、少なくとも部分的に整列され得る。
【００５３】
　フォトクロミック材料の非限定的な例としては、本発明において光感受性材料として使
用され得る種々の広範なフォトクロミック材料が挙げられる。１つの非限定的な実施形態
において、フォトクロミック材料は、無機フォトクロミック材料、有機フォトクロミック
材料、またはそれらの混合物から選択される。
【００５４】
　１つの非限定的な実施形態において、無機フォトクロミック材料は、銀ハライド結晶、
カドミウムハライド結晶および／または銅ハライド結晶を含む。他の非限定的な無機フォ
トクロミック材料は、無機ガラス（例えば、ソーダ－石英ガラス）へのユーロピウム（Ｉ
Ｉ）および／またはセリウム（ＩＩＩ）の添加によって調製され得る。１つの非限定的な
実施形態において、無機フォトクロミック材料は、融解ガラスに添加されて、本発明の水
性組成物に組み込まれる粒子へと形成され、このような粒子を含む微粒子を形成する。こ
れらのガラス粒子は、公知の種々の多くの方法により形成され得る。無機フォトクロミッ
ク材料は、さらに、Ｋｉｒｋ　Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、第４版、第６巻、３２２～３２５頁に記載される。
【００５５】
　別の非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料は、３００ナノメートル～１
０００ナノメートルの範囲に少なくとも１つの活性化吸収極大を含む、少なくとも１つの
有機フォトクロミック材料であり、当業者に公知のとおりである。さらなる非限定的な実
施形態において、有機フォトクロミック材料は、以下（ａ）および（ｂ）の混合物を含む
：（ａ）４００ナノメートル～５５０ナノメートル未満の可視λ極大を有する少なくとも
１つの有機フォトクロミック材料、および（ｂ）５５０ナノメートル～７００ナノメート
ルの可視λ極大を有する少なくとも１つの有機フォトクロミック材料。
【００５６】
　さらなる非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料は、以下のクラスの材料
を含み得る：ピラン、オキサジン、フルギド、フルギミド（ｆｕｌｇｉｍｉｄｅ）、ジア
リールエテン、またはそれらの混合物。本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形
態に従い、フォトクロミック材料（単数または複数）は、熱可逆的なフォトクロミック材
料および／または非熱可逆的なフォトクロミック材料であり得る。１つの非限定的な実施
形態に従い、フォトクロミック材料（単数または複数）は、熱可逆的なピラン、熱可逆的
なオキサジン、熱可逆的なフルギド、熱可逆的なフルギミド、またはそれらの混合物から
選択される。別の非限定的な実施形態に従い、フォトクロミック材料（単数または複数）
は、非熱可逆的なフルギド、非熱可逆的なフルギミド、非熱可逆的なジアリールエテン、
またはそれらの混合物である。さらなる非限定な実施形態に従い、フォトクロミック材料
は、フォトクロミック－二色性材料である。
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【００５７】
　本明細書中で使用されるフォトクロミックピランの非限定的な例としては、ベンゾピラ
ンおよびナフトピランが挙げられ、例えば、ナフト［１，２－ｂ］ピラン、ナフト［２，
１－ｂ］ピラン、ならびにインデノ縮合ナフトピラン（例えば、米国特許第５，６４５，
７６７号の第２段１６行～第１２段５７行に開示されるもの）および複素環縮合ナフトピ
ラン（例えば、米国特許第５，７２３，０７２号の第２段２７行～第１５段５５行、米国
特許第５，６９８，１４１号の第２段１１行～第１９段４５行、米国特許第６，１５３，
１２６号の第２段２６行～第８段６０行、および米国特許第６，０２２，４９７号の第２
段２１行～第１１段４６行に開示されるもの（これらの開示は、本明細書中で参考として
援用される））、およびスピロ－９－フルオレノ［１，２－ｂ］ピラン、フェナントロピ
ラン、キノリノピラン；フルオロアンテノピランおよびスピロピラン（例えば、スピロ（
ベンゾインドリン）ナフトピラン、スピロ（インドリン）ベンゾピラン、スピロ（インド
リン）ナフトピラン、スピロ（インドリン）キノリノピランおよびスピロ（インドリン）
ピランが挙げられる。ナフトピランおよび相補的な有機フォトクロミック物質は、米国特
許第５，６５８，５０１号（この開示は、本明細書中で参考として援用される）の第１段
６４行～第１３段１７行に開示される。スピロ（インドリン）ピランはまた、Ｔｅｃｈｎ
ｉｑｕｅｓ　ｉｎ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ、第ＩＩＩ巻「Ｐｈｏｔｏｃｈｒｏｍｉｓｍ」第
３章、Ｇｌｅｎｎ　Ｈ．Ｂｒｏｗｎ編、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ，Ｉｎ
ｃ．，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１９７１（これもまた、本明細書中で参考として援用される）
のテキストに開示される。
【００５８】
　本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態と組合わせて使用され得るフォトク
ロミックオキサジンの非限定的な例としては、ベンゾオキサジン、ナフトオキサジン、お
よびスピロオキサジンが挙げられ、例えば、スピロ（インドリン）ナフトオキサジン、ス
ピロ（インドリン）ナフトオキサジン、スピロ（ベンゾインドリン）ピリドベンゾオキサ
ジン、スピロ（ベンゾインドリン）ナフトオキサジン、スピロ（インドリン）ベンゾオキ
サジン、スピロ（インドリン）フルオロアンテノオキサジン、およびスピロ（インドリン
）キノキサジンが挙げられる。
【００５９】
　本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態と組合わせて使用され得る熱可逆的
なフォトクロミックフルギドまたはフォトクロミックフルギミドの非限定的な例としては
、米国特許第４，６８５，７８３号（これは、本明細書中で参考として援用される）の第
１段５７行～第５段２７行に開示されるフルギドおよびフルギミド、ならびに前述のフォ
トクロミック材料／化合物の任意の混合物が挙げられる。
【００６０】
　フォトクロミック材料が少なくとも２つのフォトクロミック化合物を含む１つの具体的
な非限定的な実施形態に従い、これらのフォトクロミック化合物は、個々のフォトクロミ
ック化合物上の連結基置換基を介して互いと連結され得る。例えば、フォトクロミック材
料は、重合可能なフォトクロミック化合物、または母材と適合可能であるように適合され
るフォトクロミック化合物（「適合化されたフォトクロミック材料」）であり得る。本明
細書中に開示される種々の非限定的な実施形態と組合わせて使用され得る重合可能なフォ
トクロミック材料の非限定的な例は、米国特許第６，１１３，８１４号（この開示は本明
細書中で参考として援用される）の第２段２３行～第２３段２９行に開示される。本明細
書中に開示される種々の非限定的な実施形態と組合わせて使用され得る適合化フォトクロ
ミック材料の非限定的な例は、米国特許第６，５５５，０２８号（この開示は本明細書中
で参考として援用される）の第２段４０行～第２５段２６行に開示される。１つの非限定
的な実施形態において、実質的に親水性である重合可能なフォトクロミック材料は、重合
可能な成分中の実質的に親水性のモノマーとして使用され得る。別の非限定的な実施形態
において、実質的に疎水性である重合可能なフォトクロミック材料は、重合可能な成分中
の実質的に疎水性のモノマーとして使用され得る。
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【００６１】
　他の適切なフォトクロミック基および相補的なフォトクロミック基は、米国特許第６，
０８０，３３８号の第２欄２１行目～第１４欄４３行目、同第６，１３６，９６８号の第
２欄４３行目～第２０欄６７行目、同第６，２９６，７８５号の第２欄４７行目～第３１
欄５行目、同第６，３４８，６０４号の第３欄２６行目～第１７欄１５行目、同第６，３
５３，１０２号の第１欄６２行目～第１１欄６４行目および同第６，６３０，５９７号の
第２欄１６行目～第１６欄２３行目に記載される。上記の特許の上記開示は、参考として
本明細書に援用される。
【００６２】
　なおさらに適切なフォトクロミック材料としては、フォトクロミック－二色性材料（例
えば、２００４年５月１７日に出願された米国特許出願連続番号Ｐ－１０８，９３６（こ
の開示は、参考として本明細書に援用される）の［００２０］段落～［０１３４］段落に
記載される材料）が挙げられる。このような材料は、本明細書の以降に記載されるように
、少なくとも部分的に整列される微粒子に偏光特性を提供するために使用され得る。この
ようなフォトクロミック－二色性化合物の非限定的な例としては、以下が挙げられる：
（１）３－フェニル－３－（４－（４－（３－ピペリジン－４－イル－プロピル）ピペリ
ジノ）フェニル）－１３，１３－ジメチル－インデノ［２’，３’：３，４］－ナフト［
１，２－ｂ］ピラン；
（２）３－フェニル－３－（４－（４－（３－（１－（２－ヒドロキシエチル）ピペリジ
ン－４－イル）プロピル）ピペリジノ）フェニル）－１３，１３－ジメチル－インデノ［
２’，３’：３，４］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
（３）３－フェニル－３－（４－（４－（４－ブチル－フェニルカルバモイル）－ピペリ
ジン－１－イル）フェニル）－１３，１３－ジメチル－６－メトキシ－７－（４－フェニ
ル－ピペラジン－１－イル）インデノ［２’，３’：３，４］ナフト［１，２－ｂ］ピラ
ン；
（４）３－フェニル－３－（４－（［１，４’］ビピペリジニル－１’－イル）フェニル
）－１３，１３－ジメチル－６－メトキシ－７－（［１，４’］ビピペリジニル－１’－
イル）インデノ［２’，３’：３，４］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
（５）３－フェニル－３－（４－（４－フェニル－ピペラジン－１－イル）フェニル）－
１３，１３－ジメチル－６－メトキシ－７－（４－（４－ヘキシルベンゾイルオキシ）－
ピペリジン－１－イル）インデノ［２’，３’：３，４］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
または
（６）このようなピランの混合物。
【００６３】
　上記のフォトクロミック材料に加えて、熱不可逆性ジアリールエテンフォトクロミック
材料の非限定的な例は、米国特許出願第２００３／０１７４５６０号の［００２５］段落
～段落［００８６］に記載され、そして熱不可逆性フルギドまたはフンギミドは米国特許
第５，６３１，３８２号の第２欄３５行目～第１２欄８行目に記載される（これらの開示
は、参考として本明細書に援用される）。
【００６４】
　さらなる非限定的な実施形態において、光感受性材料は、以下から選択されるピランを
含むフォトクロミック材料である：
　（ａ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－（
２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ
［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｂ）３－フェニル－３－（４－モルホリノフェニル）－６，７－ジメトキシ－１３－
ブチル－１３－（２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ）－３Ｈ，
１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｃ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６－メトキシ－７－モルホリノ－１３－
エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ
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［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　　　 　（ｄ）３－（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）－３－（４－モルホ
リノフェニル）－１３，１３－ジメチル－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト
［１，２－ｂ］ピラン；
　　　 　（ｅ）３－（４－メトキシフェニル）－３－（４－フルオロフェニル）－６，
７－ジメトキシ－１３－エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－
）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；
　（ｆ）３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－ヒ
ドロキシ－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン；または
　（ｇ）このようなピランの混合物。
【００６５】
　少なくとも一つの重合可能な基を含むフォトクロミック材料および重合可能な基を含ま
ないフォトクロミック材料を作製する方法は、当業者に周知である。例えば、限定せずに
、３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－（２－（
２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１
－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン（フォトクロミック材料Ａ）は、米国特許第６，１１
３，８１４号の実施例８（この実施例は、参考として本明細書に援用される）のプロセス
（このプロセスの工程７において、ジエチレングリコールの代わりにトリエチレングリコ
ールを使用することを除いて）にしたがって調製され得る。
【００６６】
　さらなる非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料（例えば、３－フェニル
－３－（４－モルホリノフェニル）－６，７－ジメトキシ－１３－ブチル－１３－（２－
（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，
１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン（フォトクロミック材料Ｂ））は、フォトクロミッ
ク材料Ａについての上記のプロセスと同じプロセス（米国特許第６，２９６，７８５号の
実施例１６（この実施例は、参考として本明細書に援用される）の生成物が米国特許第６
，１１３，８１４号の実施例８のプロセスの工程７で使用されることを除いて）を使用し
て調製され得る。
【００６７】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料（例えば、３，３－
ジ（４－メトキシフェニル）－６－メトキシ－７－モルホリノ－１３－エチル－１３－（
２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナ
フト［１，２－ｂ］ピラン（フォトクロミック材料Ｃ））は、２－モルホリノ－３－メト
キシ－５，７－ジヒドロキシ－７－エチル－７Ｈ－ベンゾ［Ｃ］フルオレン（これは、適
切に置換した出発材料を使用して、米国特許第６，２９６，７８５号の実施例９（この実
施例は、参考として本明細書に援用される）の工程２にしたがって調製され得る）と１，
１－ビス（４－メトキシフェニル）－２－プロピン－１－オール（これは、当業者に公知
の手順を使用して、米国特許第５，４５８，８１４号の実施例１（この実施例は、参考と
して本明細書に援用される）の工程１の方法にしたがって調製され得る）とを反応させる
ことによって調製され得る。
【００６８】
　別の非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料（例えば、（ｄ）３－（４－
（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル－３－（４－モルホリノフェニル）－１３，１３
－ジメチル－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン（フォ
トクロミック材料Ｄ））は、当業者に公知の手順を使用して、７，７－ジメチル－５－ヒ
ドロキシ－７Ｈ－ベンゾ［Ｃ］フルオレンと１－（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フ
ェニル－１－（４－モルホリノフェニル）－２－プロピン－１－オールとを反応させるこ
とによって調製され得る。
【００６９】
　同様に、さらなる非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料（例えば、３－
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（４－フルオロフェニル）－３－（４－メトキシフェニル）－６，７－ジメトキシ－１３
－エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデ
ノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン（フォトクロミック材料Ｅ））は、フォト
クロミック材料Ａに対して使用されるプロセス（３－（４－フルオロフェニル）－３－（
４－メトキシフェニル）－６，７－ジメトキシ－１３－エチル－１３－ヒドロキシ－３Ｈ
，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランおよびジエチレングリコ
ールをこのプロセスで使用することを除いて）にしたがって調製され得る。
【００７０】
　別の非限定的な実施形態において、フォトクロミック材料（例えば、（ｆ）３，３－ジ
（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－トリメチル－１３－ヒドロキシ－３Ｈ，１
３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピラン（フォトクロミック材料Ｆ）
）は、米国特許第５，６４５，７６７号の実施例５（この実施例は、参考として本明細書
に援用される）の方法にしたがって調製され得る。
【００７１】
　本明細書に記載される光感受性材料は、種々の材料から選択され得る。非限定的な例と
しては、単一の光感受性化合物、光感受性化合物の混合物、少なくとも１つの光感受性化
合物を含む材料（例えば、ポリマー性樹脂または有機モノマーの溶液）、少なくとも１つ
の光感受性化合物が化学結合されたモノマーもしくはポリマーのような材料、光感受性ポ
リマー（例えば、ともに結合したフォトクロミック化合物を含むフォトクロミックポリマ
ー）またはこれらの混合物が挙げられる。
【００７２】
　一つの非限定的な実施形態において、光感受性材料が少なくとも１つの重合可能な基を
含む有機フォトクロミック材料であり、そして共重合可能な材料が存在する場合、重合可
能な成分は、重合可能な成分の固体総重量が１００パーセントであることに基づき、２重
量パーセント～２５重量パーセントの実質的に親水性のプレポリマー、２重量パーセント
～２５重量パーセントの実質的に疎水性のプレポリマー、１重量パーセント～４５重量パ
ーセントのフォトクロミック材料および５重量パーセント～９５重量パーセントの１つ以
上の共重合可能なモノマーを含む。別の非限定的な実施形態において、重合可能な成分は
、１０重量パーセント～２５重量パーセントの実質的に親水性のプレポリマー、１０重量
パーセント～２５重量パーセントの実質的に疎水性のプレポリマー、５重量パーセント～
１５重量パーセントのフォトクロミック材料および３５重量パーセント～７５重量パーセ
ントの１つ以上の共重合可能なモノマーを含む。重合可能な成分の個々の成分は、各々、
上記の範囲を含めたそれぞれの範囲の任意の組み合わせ間の全ての数量に及び得る。一つ
の非限定的な実施形態において、フォトクロミック有機物は、重合可能な成分の固体総重
量のうちの５０重量パーセントまでの量で存在する。
【００７３】
　本発明のさらなる非限定的な実施形態は、完全な表面ドメインと内部ドメインとを備え
る少なくとも部分的に重合した成分を含む少なくとも部分的に架橋された光感受性ポリマ
ー微粒子であり、この表面ドメインは少なくとも１つの実質的に親水性の領域を含み、こ
の内部ドメインは少なくとも１つの実質的に疎水性の領域を含み、そしてこの表面ドメイ
ンおよび／またはこの内部ドメインの少なくとも一方は光感受性である。さらなる非限定
的な実施形態において、光感受性である表面ドメインおよび／または内部ドメインは、蛍
光材料、リン光性材料、非線形光学材料、フォトクロミック材料またはこれらの混合物か
ら選択される少なくとも１つの光感受性材料の有効量を含む。さらなる非限定的な実施形
態において、内部ドメインは、光感受性であるように適合される。なおさらなる非限定的
な実施形態において、光感受性材料は実質的に抽出不能であり、なお別の非限定的な実施
形態において、光感受性材料はフォトクロミック材料である。
【００７４】
　少なくとも部分的に架橋されたポリマー微粒子は、水性環境における、重合可能な成分
の自己集合および部分的な重合により形成される。微粒子の自己集合の間、実質的に親水
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性の領域は外部に配向して表面ドメインを形成し、そして実質的に疎水性の領域は内部に
配向して内部ドメインを形成する。本明細書において使用される場合、用語「表面ドメイ
ン」は、微粒子の外部の連続的な領域を意味し、そして「内部ドメイン」は、微粒子の内
部の連続的な領域を包含し、これらのドメインの全ては欠けるところが無い。
【００７５】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、少なくとも１つの光感受性材料は、実質的
に抽出不能であるように適合される。別の非限定的な実施形態において、抽出不能な光感
受性材料は、フォトクロミック材料である。さらなる非限定的な実施形態において、フォ
トクロミック材料は、有機フォトクロミック材料であり、なおさらなる非限定的な実施形
態において、有機フォトクロミック材料は、少なくとも１つの重合可能な基により置換さ
れる。実質的に抽出不能とは、実質的に抽出不能な光感受性材料の微粒子が、実質的に抽
出可能である同一の光感受性材料の微粒子に比べて、より少ない光感受性材料を放出する
ことを意味する。なぜなら、抽出を防止する手段（例えば、光感受性材料に、本明細書の
以降に記載される重合可能な成分と反応し得る少なくとも１つの重合可能な基を提供する
工程）が取られなかったからである。
【００７６】
　光感受性ポリマー微粒子からの光感受性材料（例として、有機フォトクロミック材料を
使用する）の相対的な抽出性は、実質的に抽出不能なフォトクロミック材料（例えば、本
明細書の先に記載されるフォトクロミックＡ（これは、重合可能な成分と反応し得る少な
くとも１つの重合可能な基を有する））のフォトクロミックポリマー微粒子の有効量をこ
の実施例で使用されるフィルム形成型のコーティング組成物の一方の部分に含め、そして
実質的に抽出可能なフォトクロミック材料（例えば、本明細書の先に記載されるフォトク
ロミックＦ（重合可能な成分と反応し得る重合可能な基を有さない））のフォトクロミッ
クポリマー微粒子の有効量をこのコーティング組成物のもう一方の部分に含めることによ
り試験され得る。この説明における用語「有効量」は、活性化時に裸眼で識別できるフォ
トクロミック効果を生成するのに十分な量のフォトクロミックポリマー微粒子が使用され
ることを意味する。各々の型のフォトクロミックポリマー微粒子を含むコーティング組成
物は、少なくとも部分的なコーティングとしてレンズに適用され、そして本明細書の実施
例に記載されるように少なくとも部分的に硬化させる。少なくとも部分的に硬化し、コー
ティングされたレンズおよび同一の材料からなるコーティングされていないレンズを、そ
れらの適切な波長（例えば、３９０ナノメートル（ｎｍ））での吸光度について各々測定
し、フォトクロミック材料の最初の量およびレンズ材料の吸光度を測定する。コーティン
グされていないレンズの吸光度は、各々のコーティングされたレンズの吸光度から差し引
かれ、このようなレンズ材料中に代表的に存在する紫外線安定剤を考慮に入れる。コーテ
ィングされたレンズおよびコーティングされていないレンズは、個々の容器の等量の溶媒
に浸される。この溶媒（例えば、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ））中で、光感受性材料は
少なくとも部分的に可溶性であり、溶媒は２３°Ｃ（例えば、室温）に維持される。３０
分間隔で、各々のレンズを取り出し、乾燥させて、３９０ｎｍにおけるそれらの吸光度に
ついて試験する。そして、コーティングされていないレンズの吸光度を少なくとも部分的
にコーティングされたレンズのそれぞれの吸光度から差し引く。これを、コーティングさ
れたレンズについての吸光度の読みが顕著に変化しなくなるまで続け、このことは、抽出
可能な量のフォトクロミック材料が抽出されたことを意味する。
【００７７】
　本発明の光感受性ポリマー微粒子に関して、一つの非限定的な実施形態において、光感
受性ポリマー微粒子により放出される抽出可能な光感受性材料の量と比較した、光感受性
ポリマー微粒子から放出される実質的に抽出不能な光感受性材料の量は、わずかに少ない
から有意に少ないまで変動し得る。別の言い方をすれば、実質的に抽出不能な光感受性材
料を含む微粒子は、抽出可能なフォトクロミック材料を含む微粒子より１０％～１００％
少ない光感受性材料を放出し得る。
【００７８】
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　別の非限定的な実施形態において、光感受性材料のサイズの結果として、少なくとも部
分的に架橋されたポリマー微粒子に生じるポリマーネットワーク内に捕捉されることによ
る捕捉により、光感受性材料は実質的に抽出不能にされ得る。例えば、一つの非限定的な
実施形態において、粒子状の光感受性材料（例えば、無機フォトクロミック材料を含む粒
子状のガラス）あるいはサイズにより捕捉されることが予測される数の平均分子量および
／または立体配置を有するフォトクロミックオリゴマーまたはフォトクロミックポリマー
である。別の非限定的な実施形態において、光感受性材料は、例えば、表面ドメインおよ
び／または内部ドメインと反応性の少なくとも１つの官能基による共有結合によって、ポ
リマーネットワークへ少なくとも部分的に結合している。さらなる非限定的な実施形態に
おいて、光感受性材料は、要因（物理的なサイズ、水素結合および共有結合が挙げられる
）の組み合わせにより保持される。
【００７９】
　一つの非限定的な実施形態において、実質的に抽出不能な有機光感受性材料（例えば、
有機フォトクロミック材料）が、それが添加された物理的な相（ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｐｈ
ａｓｅ）に残ることが観察された。例えば、内部ドメインの実質的に疎水性の領域と会合
する実質的に抽出不能な有機フォトクロミック材料は、表面ドメインの実質的に親水性の
領域に移動し、結晶化する傾向を示さない。
【００８０】
　本発明の光感受性ポリマー微粒子のサイズは、広範に変動し得る。例えば、代替の非限
定的な実施形態において、本発明の微粒子のサイズは、１０ナノメートル（ｎｍ）～１０
，０００ｎｍ、または２０ｎｍ～５０００ｎｍ、または３０ｎｍ～１５００ｎｍ、または
４０ｎｍ～１０００ｎｍ、または５０ｎｍ～５００ｎｍ、または６０ｎｍ～２００ｎｍの
平均粒子サイズ（例えば、レーザー回折粒子サイズ装置（これは、各々の粒子が球状の形
状を有すると仮定して粒子のサイズを測定し、粒子を完全に囲む最小の球体の直径をいう
「粒子サイズ」を得る）により決定される体積平均粒子サイズ）の範囲に及び得る。光感
受性ポリマー微粒子の平均粒子サイズは、示される値を含む、あらゆる上記の値の間で変
動する範囲（例えば、６０ｎｍ～１２０ｎｍ）を有する。
【００８１】
　光感受性ポリマー微粒子の平均粒子サイズが５０ｎｍ未満である場合、このサイズは、
紫外線またはＸ線レーザー散乱法、原子間力顕微鏡、中性子散乱あるいは当業者に公知の
他の方法により決定され得る。平均粒子サイズが５０ナノメートルより大きくかつ１００
０ｎｍまでである場合、平均粒子サイズは、公知の可視レーザー散乱技術にしたがって測
定され得るか、またはこれは、透過型電子顕微鏡（「ＴＥＭ」）像の電子顕微鏡写真を視
覚的に調べ、この像により粒子の直径を測定し、そしてＴＥＭ像の倍率に基づいて平均粒
子サイズを計算することにより決定され得る。平均粒子サイズが１０００ｎｍより大きい
場合、このサイズは、当業者に公知の光学顕微鏡法を使用して測定され得る。
【００８２】
　さらなる非限定的な実施形態において、上記の光感受性ポリマー微粒子は、架橋材料と
反応するよう適合された官能基を備える。このような官能基はまた、光感受性ポリマー微
粒子がホストの材料（例えば、ポリマー有機材料）の成分と反応し、光感受性ポリマー微
粒子をホストとより適合性にすることを可能にする。用語「より適合性」により、光感受
性ポリマー微粒子とホスト材料との組み合わせが、適合性の欠如の代表的な指標である曇
りまたはかすみを示す可能性がより少ないことを意味する。一つの非限定的な実施形態に
おいて、反応するように適合された官能基の少なくとも一部は、親水性である（例えば、
ヒドロキシル官能基およびカルボキシル官能基）。官能基の非限定的な例としては、ヒド
ロキシル基、カルボキシル基、エポキシ基、カルバメート基、アミノ基、メルカプト基、
アミド基および／または尿素基が挙げられる。
【００８３】
　架橋材料に関して、一つの非限定的な実施形態において、架橋材料は、反応性不飽和で
ある２つ以上の部位を含む材料、２つ以上の上記の官能基を含む材料、反応性不飽和であ



(28) JP 5372370 B2 2013.12.18

10

20

30

40

50

る１つ以上の部位と１つ以上の上記の官能基とを含む材料、またはこのような架橋材料の
混合物から選択される。ヒドロキシル官能基、カルボキシル官能基、アミド官能基および
カルバメート官能基を含む材料のための架橋材料の非限定的な例としては、アミノプラス
ト樹脂、フェノプラスト樹脂またはこれらの混合物が挙げられる。アミノプラスト樹脂の
非限定的な例は、商標ＣＹＭＥＬ（例えば、ＣＹＭＥＬ（登録商標）３２７、３２８、３
４５、３５０、３７０および３８５）の下でＣＹＴＥＣ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ
．から市販され、そして商標ＲＥＳＩＭＥＮＥの下でＭｏｎｓａｎｔｏ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ　Ｃｏ．から市販される。
【００８４】
　別の非限定的な実施形態において、ポリイソシアネートおよびブロックされたポリイソ
シアネートならびにポリアジリジンは、ヒドロキシル基ならびに一級アミノ基および／ま
たは二級アミノ基を含む材料のための架橋材料として使用され得る。本発明の光感受性微
粒子のための架橋剤として使用するのに適切なポリイソシアネートおよびブロックされた
イソシアネートの非限定的な例は、米国特許第４，５４６，０４５号の第５欄１６行目～
３８行目および米国特許第５，４６８，８０２号の第３欄４８行目～６０行目（これらの
開示は、参考として本明細書に援用される）に記載されるものである。
【００８５】
　ヒドロキシル基ならびに一級アミノ基および／または二級アミノ基のための架橋材料の
非限定的な例としては、当該分野で周知の無水物が挙げられる。架橋材料として使用する
ために適切な無水物の非限定的な例は、米国特許第４，７９８，７４６号の第１０欄１６
行目～５０行目および米国特許第４，７３２，７９０号の第３欄４１行目～５７行目（こ
れらの開示は、参考として本明細書に援用される）に記載されるものである。
【００８６】
　カルボキシル官能基のための架橋材料の非限定的な例としては、ポリエポキシドおよび
カルボジイミド（例えば、日本のＮｉｓｓｈｉｎｂｏ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃに
より製造され、商標ＣＡＲＢＯＤＩＬＩＴＥの下で販売される材料）が挙げられる。
【００８７】
　エポキシ官能基を含む材料のための架橋材料の非限定的な例は、当該分野で周知のポリ
酸である。架橋材料として使用するのに適切なポリ酸の非限定的な例は、米国特許第４，
６８１，８１１号の第６欄４５行目～第９欄５４行目（この開示は、参考として本明細書
に援用される）に記載されるものである。
【００８８】
　炭酸塩および妨害されていないエステルのための架橋材料の非限定的な例としては、当
該分野で周知のポリアミンが挙げられる。本発明の光感受性ポリマー微粒子のための架橋
材料として使用するのに適切なポリアミンの例は、米国特許第４，０４６，７２９号の第
６欄６１行目～第７欄２６行目（この開示は、参考として本明細書に援用される）に記載
されるものである。
【００８９】
　ヒドロキシル官能基を含む材料のための架橋材料の非限定的な例としては、シロキサン
、シランおよび／または各々の加水分解産物が挙げられ、これらは、ハードコート（ｈａ
ｒｄｃｏａｔ）生成コーティング溶液（例えば、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ
．により販売されるＨｉ－Ｇａｒｄ（登録商標）コーティング溶液）の代表的な成分であ
る。さらなる非限定的な例としては、当該分野で周知のシリル置換材料（例えば、トリス
［３（トリメトキシシリル）プロピル］イソシアヌレート）が挙げられる。
【００９０】
　所望し、かつ適切な場合、上記の架橋材料の混合物が使用され得る。
【００９１】
　一連のさらなる非限定的な実施形態において、架橋材料との反応性およびさらなる物理
的な特性（例えば、本明細書の以降に記載されるもの）は、本発明の光感受性ポリマー微
粒子に関連し得る。微粒子は、重合可能な成分の形成の間および／または少なくとも部分
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的に架橋された光感受性ポリマー微粒子の形成後に、このような特性を付与する材料を取
り込むことにより、これらの特性を有するように適合し得る。
【００９２】
　一つの非限定的な実施形態において、光感受性ポリマー微粒子は、微粒子の調製の間お
よび／または微粒子の調製後に、磁性材料および／または磁力反応性の金属酸化物を導入
することにより磁性または磁力反応性であるように適合される。このような物質の非限定
的な例としては、当業者に公知であるように、超常磁性金属酸化物、常磁性金属酸化物、
強磁性金属酸化物（例えば、フェライト）またはこれらの混合物が挙げられる。磁性粒子
は、Ｄｙｎａｌ　Ｂｉｏｔｅｃｈから市販されているか、または例えば、米国特許第４，
３５８，３８８号の第１欄４２行目～第７欄３９行目および同第５，３５６，７１３号の
第１欄４７行目～第５欄１２行目（これらの開示は、参考として本明細書に援用される）
に開示される方法などの当該分野で認識される方法を使用して調製され得る。
【００９３】
　別の非限定的な実施形態において、光感受性ポリマー微粒子は、光感受性ポリマー微粒
子へ導電性材料を取り込むことによって導電性であり得る。一つの非限定的な実施形態に
おいて、導電性充填剤（例えば、炭素充填剤、カーボンブラックまたは金属ファイバー）
は、微粒子の調製の間および／または微粒子の調製後に取り込まれ得る。添加される導電
性材料の量は、浸透閾値（例えば、微粒子が電流を伝導する充填剤の濃度）に合致するか
、またはそれを超える条件で広範に変動し得る。別の非限定的な実施形態において、導電
性ポリマーは、重合可能な成分中にこのようなポリマーのモノマーを含めることによって
、微粒子に取り込まれ得る。導電性ポリマーの非限定的な例としては、ポリアニリンベー
スのポリマー、ポリピロールベースのポリマー、ポリチオフェンベースのポリマー、ポリ
エチレンオキシドベースのポリマーまたはこれらのコポリマーが挙げられる。導電性材料
の調製および使用は、当業者に周知の技術を使用して達成され得る。Ｋｉｒｋ　Ｏｔｈｍ
ｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、第
４版、Ｖｏｌｕｍｅ　９、「Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌ
ｙｍｅｒｓ」６１頁～８８頁（この開示は、参考として本明細書に援用される）を参照の
こと。
【００９４】
　さらなる非限定的な実施形態において、重合可能な成分および／または微粒子へ非光感
受性色素および／または顔料を導入することにより、呈色が光感受性ポリマー微粒子内に
取り込まれ得、微粒子を有色にし得る。非光感受性色素および顔料の非限定的な例として
は、当業者に公知の広範な種類の有機材料または無機材料が挙げられる。非光感受性色素
の非限定的な例としては、固定化チント（例えば、可溶性のチントおよび分散性のチント
）が挙げられる。顔料の非限定的な例としては、有機金属酸化物および粉末および有機顔
料（例えば、動物顔料、植物顔料または合成顔料）が挙げられる。上記の非光感受性有機
色素および顔料は、本明細書の以下で例として二色性材料を使用して検討されるように、
重合可能であり得る。
【００９５】
　有機顔料の非限定的な例としては、キナクリドン、フタロシアニン、イソインドリン、
アントラピリミジン、アンタントロン、フラバントロン、ペリノン（ｐｅｒｉｎｏｎｅ）
、ピラントロン（ｐｙｒａｎｔｈｒｏｎｅ）、これらの置換誘導体、およびこれらの混合
物が挙げられる。無機顔料の非限定的な例としては、二酸化チタン、酸化鉄、酸化クロム
、クロム酸鉛、カーボンブラックまたはこれらの混合物が挙げられる。
【００９６】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、本発明の光感受性ポリマー微粒子は、先に
記載されるフォトクロミック－二色性材料および／または従来の二色性材料を取り込み、
これらを少なくとも部分的に整列させることにより、少なくとも部分的に偏光性にされ得
る。二色性材料は、透過電磁波の２つの直交平面の偏光成分のうちの一方を、他方に比べ
てより強力に吸収し得る。したがって、二色性材料は、透過電磁波を少なくとも部分的に
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線形に偏光し得る。しかしながら、二色性材料は透過電磁波の２つの直交する平面の偏光
成分の一方を優先的に吸収し得るが、二色性化合物の分子が適切に配置または整列されな
い場合、透過電磁波の正味の線形偏光は達成されない。すなわち、二色性材料の分子を無
作為に配置することにより、個々の分子による選択的な吸収は互いに打ち消しあい、その
結果、正味または全体的な偏光効果は達成されない。それゆえ、従来の線形偏光要素を形
成するために、二色性材料の分子を他方の材料中に適切に配置または配列させる（例えば
、少なくとも部分的に整列させる）ことが一般的に必要とされる。例えば、当業者に公知
であるように、ポリマーシートを延伸して、二色性材料と整列させることにより、サング
ラス用の線形偏光フィルターまたはレンズを製造する。
【００９７】
　適切な従来の二色性材料の非限定的な例としては、アゾメチン、インジゴイド、チオイ
ンジゴイド、メロシアニン、インダン、キノフタロニック（ｑｕｉｎｏｐｈｔｈａｌｏｎ
ｉｃ）色素、ペリレン、フタロペリン、トリフェノジオキサジン、インドロキノキサリン
、イミダゾ－トリアジン、テトラジン、アゾ色素および（ポリ）アゾ色素、ベンゾキノン
、ナフトキノン、アントロキノン（ａｎｔｈｒｏｑｕｉｎｏｎｅ）および（ポリ）アント
ロキノン、アントロピリミジノン（ａｎｔｈｒｏｐｙｒｉｍｉｄｉｎｏｎｅ）、ヨウ素お
よびヨウ素酸塩が挙げられる。別の非限定的な実施形態において、二色性材料は重合可能
な二色性材料であり得る。すなわち、この非限定的な実施形態にしたがって、二色性材料
は、少なくとも１つの重合可能な基を含み得る。例えば、本明細書において限定しないが
、少なくとも１つの二色性材料は、少なくとも１つの重合可能な基を末端とする、少なく
とも１つのアルコキシ置換基、ポリアルコキシ置換基、アルキル置換基またはポリアルキ
ル置換基を有し得る。
【００９８】
　本発明の別の実施形態にしたがって、光感受性微粒子を製造するための非限定的な方法
が提供され、この方法は、以下の工程を包含する：ａ）少なくとも１つの光感受性材料お
よび少なくとも１つの重合可能な成分（これは、少なくとも１つの親水性官能基と少なく
とも１つの疎水性官能基とを含む）の有効量の水性分散物を確立する工程；およびｂ）微
粒子を少なくとも部分的に形成するのに十分な条件（この条件は、本明細書の以下に記載
される）に、ａ）の分散物を供する工程。別の非限定的な実施形態において、この方法は
、ｃ）、ｂ）の少なくとも１つの重合可能な成分を少なくとも部分的に重合させる工程を
さらに包含する。さらなる非限定的な方法において、光感受性材料は、フォトクロミック
材料である。
【００９９】
　上記の方法の別の非限定的な実施形態において、親水性官能基は、少なくとも１つの実
質的に親水性のモノマーにより提供され、そして疎水性官能基は、少なくとも１つの実質
的に疎水性のモノマーにより提供される。さらなる非限定的な実施形態において、重合可
能な成分は、この実質的に親水性のポリマーともこの実質的に疎水性のポリマーとも異な
る、少なくとも１つの共重合可能な材料をさらに含む。
【０１００】
　光感受性微粒子を製造するための代替の非限定的な方法が提供され、この方法は、以下
の工程を包含する：ａ）少なくとも１つの光感受性材料の有効量を必要に応じて含む、少
なくとも１つの実質的に親水性のプレポリマー成分の水性分散物を確立する工程；ｂ）少
なくとも１つの光感受性材料の有効量を必要に応じて含む、少なくとも１つの実質的に疎
水性のプレポリマー成分の水性分散物を確立する工程；およびｃ）微粒子を少なくとも部
分的に形成するのに十分な条件（この条件は、本明細書の以下に記載され、この微粒子は
、少なくとも１つの光感受性材料の有効量を含む）に、ａ）とｂ）との混合物を供する工
程。一つの非限定的な実施形態において、この方法は、ｃ）において、ａ）とｂ）との混
合物に共重合可能な材料を添加する工程をさらに包含する。別の非限定的な実施形態にお
いて、この方法は、ｄ）、ｃ）の重合可能な成分を少なくとも部分的に重合させる工程を
さらに包含する。本明細書で使用される場合、用語「プレポリマー」は部分的に重合した
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材料を意味する。
【０１０１】
　上記の代替方法のさらなる非限定的な実施形態において、実質的に親水性のプレポリマ
ーは水性組成物中に実質的に親水性のエチレン性不飽和モノマーを含み、実質的に疎水性
のプレポリマーは水性組成物中に実質的に疎水性のエチレン性不飽和モノマーを含み、そ
して光感受性材料はフォトクロミック材料である。なおさらなる非限定的な実施形態にお
いて、フォトクロミック材料は、実質的に疎水性のプレポリマー中に存在し、そしてこの
フォトクロミック材料は有機フォトクロミック材料である。なおさらなる非限定的な実施
形態において、有機フォトクロミック材料は、少なくとも１つの重合可能な基を含む。
【０１０２】
　別の非限定的な実施形態において、句「微粒子を少なくとも部分的に形成するのに十分
な条件に材料を供する」は、材料を高剪断応力条件に供し、材料を微粒子へ粒子化するこ
とを包含する。高剪断応力は、当業者に公知である、任意の高剪断応力技術により達成さ
れ得る。
【０１０３】
　本明細書で使用される場合、用語「高剪断応力条件」は、高剪断応力技術（例えば、以
下に詳細に検討される、液体－液体衝突技術）だけでなく、機械的手段による高速剪断も
包含することも意味する。所望される場合、微粒子を形成するための水性組成物の粒子化
を達成するのに十分なストレスが適用される限り、水性組成物へストレスを適用するあら
ゆる様式が利用され得ることが理解されるべきである。
【０１０４】
　水性組成物は、ＭＩＣＲＯＦＬＵＩＤＩＺＥＲ（登録商標）乳化機（Ｍａｓｓａｃｈｕ
ｓｅｔｔｓ、ＮｅｗｔｏｎのＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから
入手可能である）を使用することにより、適切な剪断ストレス条件に供され得る。ＭＩＣ
ＲＯＦＬＵＩＤＩＺＥＲ（登録商標）高圧衝突乳化機は、米国特許第４，５３３，２５４
号（これは、参考として本明細書に援用される）に詳細に記載される。この装置は、高圧
（最大約１．４×１０５ｋＰａ（２０，０００ｐｓｉ））ポンプおよび乳化が生じる相互
作用チャンバーから構成される。一つの非限定的な実施形態において、混合物のプレエマ
ルジョン（ｐｒｅ－ｅｍｕｌｓｉｏｎ）が調製され、その後、これを高剪断応力に供する
。ポンプは、混合物をチャンバーに押し込め、このチャンバーで、混合物は、非常な高速
で少なくとも２つのスリットを通過する少なくとも２つの流れに分割されて衝突し、小さ
な粒子の形成をもたらす（例えば、混合物が「粒子化される」）。
【０１０５】
　１つの非限定的な実施形態において、各水性組成物は、約３．５×１０４ｋＰａと約１
×１０５ｋＰａ（５，０００ｐｓｉと１５，０００ｐｓｉ）との間の圧力で、複数回にわ
たって、または少なくとも部分的に形成された微粒子が製造されるまで、乳化器に通され
る。別の非限定的な実施形態において、この乳化器内の水性組成物の各々の、複数回の通
過は、より小さい平均粒子サイズおよびより狭い範囲の粒子サイズ分布を有する微粒子を
生じ得る。上述のＭＩＣＲＯＦＬＵＩＤＩＺＥＲ（登録商標）乳化器を使用する場合、応
力が、液体と液体との衝突によって付与される。上述のように、少なくとも部分的に形成
された微粒子が複数回の通過によってさらにサイズを減少され得るために充分な応力が付
与される限り、乳化前の混合物に応力を付与する他のモデルが、利用され得る。例えば、
高いせん断応力条件を付与する別の非限定的な方法は、超音波エネルギー、ホモジナイザ
ー、ローター／ステーターミキサーおよび／またはジェット分散器の使用である。
【０１０６】
　さらなる非限定的な実施形態において、少なくとも部分的に形成された光感受性ポリマ
ー微粒子の重合可能な成分の重合は、この組成物に開始量の放射線を照射すること、およ
び／またはこの組成物に、フリーラジカル重合、熱重合、光重合もしくはこれらの組み合
わせのような方法によって重合を起こさせ得る開始量の材料（例えば、開始剤）を添加す
ることによって、達成され得る。本発明の光感受性ポリマー微粒子を調製するために使用
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される材料を重合させるための方法は、当業者に周知であり、これらの周知の技術のうち
のいずれも使用され得る。
【０１０７】
　例えば、重合可能な成分は、熱重合によって（例えば、２２℃～１５０℃の範囲の温度
で）、光重合によって、またはこれらの２つの方法の組み合わせによって、少なくとも部
分的に重合され得る。温度の範囲は、少なくとも部分的に形成された微粒子中の重合可能
な成分の熱重合について記載されているが、本明細書中に開示される以外の温度が使用さ
れ得ることが、当業者によって認識される。
【０１０８】
　照射によって重合を開始させるための非限定的な方法としては、重合可能な成分の重合
反応を開始させるための、紫外放射線、可視放射線、赤外放射線、マイクロ波放射線、γ
線放射線、または電子線放射線の使用が挙げられる。これに続いて、あらゆる未反応の重
合可能材料を硬化させるための熱的工程が行われ得る。
【０１０９】
　重合可能な成分の重合は、水性組成物中に、フリーラジカルを発生させ得る開始量の材
料（例えば、有機ペルオキシ化合物またはアゾビス（オルガノニトリル）化合物（例えば
、開始剤））を含めることによって、なされ得る。熱重合開始剤として使用され得る、適
切な有機ペルオキシ化合物の非限定的な例としては、以下が挙げられる：ｔ－ブチルヒド
ロペルオキシド、ペルオキシ一炭酸エステル（例えば、炭酸第三級ブチルペルオキシイソ
プロピル）；ペルオキシ二炭酸エステル（例えば、ペルオキシ二炭酸ジ（２－エチルヘキ
シル）、ペルオキシ二炭酸ジ（第二級ブチル）およびペルオキシ二炭酸ジイソプロピル）
；ジアシルペルオキシド（例えば、２，４－ジクロロベンゾイルペルオキシド、イソブチ
リルペルオキシド、デカノイルペルオキシド、ラウロイルペルオキシド、プロピオニルペ
ルオキシド、アセチルペルオキシド、ベンゾイルペルオキシド、ｐ－クロロベンゾイルペ
ルオキシド）；ペルオキシエステル（例えば、ｔ－ブチルペルオキシピバレート、ｔ－ブ
チルペルオキシオクチレート、およびｔ－ブチルペルオキシイソブチレート）；メチルエ
チルケトンペルオキシド、ならびにアセチルシクロヘキサンスルホニルペルオキシド。１
つの非限定的な実施形態において、熱開始剤は、得られるポリマー微粒子を脱色せず、そ
して当業者に公知であるようなさらなる熱を必要としない酸化還元開始剤系において沈殿
し得る、熱開始剤である。例えば、Ｇ．Ｓ．Ｍｉｓｒａによる「Ｒｅｄｏｘ　Ｐｏｌｙｍ
ｅｒｉｚａｔｉｏｎ」、　Ｐｒｏｇ．Ｐｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．第８巻、ｐｐ．６１－１３１
，１９８２を参照のこと（その開示は、本明細書中に参考として援用される）。
【０１１０】
　熱重合開始剤として使用され得る、適切なアゾビス（オルガノニトリル）化合物の非限
定的な例としては、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルペンタンニトリル）、１，１
’－アゾビスシクロヘキサンカルボニトリル、アゾビスイソブチロニトリルまたはこれら
の混合物が挙げられる。
【０１１１】
　重合可能な成分を開始させ、そして重合させるために使用される熱重合開始剤の量は、
変動し得、そして使用される特定の開始剤に依存する。重合反応を開始させ、そしてこの
反応を維持するために必要とされる量のみが、必要とされる。アゾビス（オルガノニトリ
ル）化合物に関して、１つの非限定的な実施形態において、重合可能な成分１００部あた
り０．００１部と５．０部との間の開始剤（ｐｈｍ）が、使用され得る。代表的に、熱硬
化サイクルは、重合可能な成分を開始剤の存在下で、室温から１２５℃までの範囲の温度
で、２０分間～２時間にわたって加熱する工程を包含する。時間の範囲は、少なくとも部
分的に形成された微粒子中の重合可能な成分の熱重合について記載されるが、開示される
以外の時間間隔が使用され得ることが、当業者によって認識される。
【０１１２】
　重合可能な成分の重合は、光開始剤の存在下で、紫外光および／または可視光を使用し
て、実施され得る。本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態に従って使用され
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得る、光開始剤の非限定的な例としては、切断型の光開始剤および引抜型の光開始剤が挙
げられる。
【０１１３】
　切断型の光開始剤の非限定的な例としては、アセトフェノン、α－アミノアルキルフェ
ノン、ベンゾインエーテル、ベンゾイルオキシム、アシルホスフィンオキシドおよびビス
アシルホスフィンオキシド、またはこのような開始剤の混合物が挙げられる。このような
光開始剤の市販の例は、ＤＡＲＯＣＵＲＥ（登録商標）　４２６５であり、これは、Ｃｉ
ｂａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から入手可能である。引抜型の光開始剤の非限定的
な例としては、ベンゾフェノン、マイケルケトン、チオキサントン、アントラキノン、カ
ンファーキノン、フルオロン、ケトクマリン、またはこのような開始剤の混合物が挙げら
れる。
【０１１４】
　引抜型の光開始剤は、代表的に、引き抜きのために不安定な水素原子を提供するために
添加される、アミンおよび他の水素供与材料のような材料の存在下で、より良好に機能す
る。代表的な水素供与体は、酸素または窒素に対してα位に、活性水素を有する（例えば
、アルコール、エーテルおよび第三級アミン）か、または活性水素が、硫黄に直接結合し
ている（例えば、チオール）。このような添加材料の非存在下では、光開始は、この系内
のモノマー、オリゴマー、または他の成分からの水素の引き抜きを介して、依然として起
こり得る。
【０１１５】
　別の非限定的な実施形態において、カチオン性光開始剤がまた、上述の光開始剤と組み
合わせて使用され得る。引抜型の光開始剤と共に使用されるカチオン性開始剤の非限定的
な例は、ブチリルコリントリフェニルブチルボレート、またはこのような材料の組み合わ
せのような水素供与体である。カチオン性光開始剤のさらなる非限定的な例は、米国特許
第５，６３９，８０２号の第８欄第５９行～第１０欄第４６行（この開示は、本明細書中
に参考として援用される）に記載される、オニウム塩である。
【０１１６】
　少なくとも部分的に形成された微粒子の重合可能な成分を開始させ、そして重合させる
ために使用される、光重合開始剤の量は、変動し得、そして使用される特定の開始剤に依
存する。重合反応を開始させ、そしてこの反応を維持するために必要とされる量のみが、
必要とされる。光重合開始剤は、重合可能な成分の重量に基づいて、０．０１重量％～５
重量％の量で使用され得る。
【０１１７】
　光重合のために使用される光源は、紫外光および／または可視光を発光するものから選
択される。１つの非限定的な実施形態において、この光源は、水銀灯、ＦｅＩ３および／
またはＧａＩ３をドープされた水銀灯、殺菌灯、キセノンランプ、タングステンランプ、
金属ハロゲン化物ランプ、あるいはこのようなランプの組み合わせであり得る。代表的に
、光開始剤または光開始剤の組み合わせの吸収スペクトルは、最高の硬化効率のために、
電球（例えば、Ｈ電球、Ｄ電球、Ｑ電球および／またはＶ電球）のスペクトル出力と一致
する。露光時間は、光源の波長および強度、光開始剤、ならびに重合可能な成分に非常に
依存し得る。少なくとも部分的に形成された微粒子はまた、電子線プロセス（これは、開
始剤の存在を必要としない）を使用することによって、少なくとも部分的に重合され得る
。
【０１１８】
　光感受性微粒子中の重合可能な成分の、熱および／または光重合方法を使用する重合の
ための開始剤および方法のさらなる記載は、米国特許第６，６０２，６０３号、第１１欄
第１行～第１３欄第３６行（この開示は、本明細書中に参考として援用される）に開示さ
れる。
【０１１９】
　１つの非限定的な実施形態において、本発明は、本発明の少なくとも部分的に架橋した
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光感受性ポリマー微粒子の水性分散物に関する。さらなる非限定的な実施形態において、
上述のプロセスから得られる、光感受性ポリマー微粒子は、実質的に安定な水性分散物と
して、または不安定な水性組成物として調製され得る。用語「実質的に安定な分散物」と
は、光感受性ポリマー微粒子の大部分（例えば、５０％より多く）が、静置した際に沈降
せず、凝集せず、そして／または綿状に沈殿しないことを意味する。不安定な水性組成物
とは、光感受性ポリマー微粒子の５０％より多くが、静置した際に沈降する組成物である
。いくつかの場合において、当業者に公知であるように、界面活性剤または分散剤が、こ
の分散物を安定化するために存在し得る。本発明の目的で、望ましい場合、微粒子の安定
な分散物を製造するために必要な界面活性剤の量は、しばしば、この分散物の安定性を促
進する他の成分の使用によって最小にされ得ることが、理解されるべきである。例えば、
１つの非限定的な実施形態において、アミンで中和されて水分散性ポリマーを形成し得る
酸官能基を含むポリマーは、この微粒子を含有する水性組成物中の他の成分を分散させる
ために使用され得る。
【０１２０】
　本発明のさらなる実施形態において、光感受性ポリマー微粒子は、水性組成物から回収
される。１つの非限定的な実施形態において、当業者に公知である液体－固体分離技術が
、使用される。非限定的な例としては、濾過、遠心分離、綿状沈殿および蒸発技術が挙げ
られる。別の非限定的な実施形態において、ある質量の、少なくとも部分的に架橋した光
感受性微粒子が回収される場合、この質量は、振動粉砕によって分散され得る。さらなる
非限定的な実施形態において、回収された微粒子は、静電的および／または化学的に処理
されて、塊の固体を取り扱う分野の当業者に公知の方法によって、再凝集を最小にし得る
。
【０１２１】
　本発明の１つの非限定的な実施形態において、光感受性ポリマー物品が提供される。こ
の物品は、本発明の光感受性ポリマー微粒子を、単独でかまたは本明細書中の以下に記載
される少なくとも部分的に硬化したポリマー材料と組み合わせて、含む。別の非限定的な
実施形態において、この光感受性物品は、光学素子である。さらなる非限定的な実施形態
において、この光学素子は、光学メモリ素子、ディスプレイ要素、眼用要素、窓要素また
はミラー要素から選択される。なおさらなる非限定的な実施形態において、この光感受性
物品は、眼用要素である。なおさらなる非限定的な実施形態において、この光感受性物品
は、本発明の少なくとも部分的に架橋したフォトクロミックポリマー微粒子を含む、フォ
トクロミック物品である。
【０１２２】
　別の非限定的な実施形態において、本発明のフォトクロミック物品は、少なくとも部分
的に硬化したポリマー有機材料と、有効量の本発明の少なくとも部分的に架橋したフォト
クロミックポリマー微粒子とを含有し、この微粒子の表面および／または内部領域のうち
の少なくとも一方が、フォトクロミックである。１つの非限定的な実施形態において、こ
のポリマー有機材料は、熱硬化性ポリマー有機材料、熱可塑性ポリマー有機材料、または
このようなポリマー有機材料の混合物から選択され得る。別の非限定的な実施形態におい
て、このポリマー有機材料は、ポリ（Ｃ１～Ｃ１２アルキルメタクリレート）、ポリ（オ
キシアルキレンジメタクリレート）、ポリ（アルコキシ化フェノールメタクリレート）、
酢酸セルロース、三酢酸セルロース、酢酸プロピオン酸セルロース、酢酸酪酸セルロース
、ポリ（酢酸ビニル）、ポリ（ビニルアルコール）、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（塩化ビ
ニリデン）、熱可塑性ポリカーボネート、ポリエステル、ポリウレタン、ポリチオウレタ
ン、ポリスルフィチオウレタン（ｐｏｌｙｓｕｌｆｉｔｈｉｏｕｒｅｔｈａｎ）、ポリ（
ウレア－ウレタン）、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリスチレン、ポリ（αメチル
スチレン）、コポリ（スチレン－メチルメタクリレート）、コポリ（スチレン－アクリロ
ニトリル）、ポリビニルブチラール、または、ビス（アリルカーボネート）モノマー、多
官能性アクリレートモノマー、多官能性メタクリレートモノマー、ジエチレングリコール
ジメタクリレートモノマー、ジイソプロペニルベンゼンモノマー、エトキシ化ビスフェノ
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ールＡジメタクリレートモノマー、エチレングリコールビスメタクリレートモノマー、ポ
リ（エチレングリコール）ビスメタクリレートモノマー、エトキシ化フェノールビスメタ
クリレートモノマー、アルコキシ化多価アルコールポリアクリレートモノマー、スチレン
モノマー、ウレタンアクリレートモノマー、グリシジルアクリレートモノマー、グリシジ
ルメタクリレートモノマー、ジアリリデンペンタエリトリトールモノマー、あるいはこの
ようなモノマーの混合物から調製されるポリマーから選択される。
【０１２３】
　本発明の１つの非限定的な実施形態において、光学素子としては、以下が挙げられる：
光学メモリ素子（例えば、光学メモリおよび画像処理のためのデバイス）；眼用要素（例
えば、矯正レンズ、非矯正レンズ、コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レンズ、保護レ
ンズおよび庇）；窓要素（例えば、建造物、自動車、オートバイおよび航空機の透明部品
、フィルタ、シャッター、および光学スイッチ）；ミラー要素；ならびにディスプレイ要
素（例えば、スクリーン、モニタ、液晶セル、有機発光デバイスおよびセキュリティー要
素）。
【０１２４】
　本明細書中で使用される場合、用語「光学」とは、光および／または映像に関係するこ
とまたは関連することを意味する。１つの非限定的な実施形態において、光学メモリ素子
としては、画像処理デバイスおよび光学データ格納デバイスが挙げられる。このような光
学メモリ素子において、このデバイスと光信号との相互作用は、画像の形態の変化が処理
もしくは維持されるまで、または情報の形態の変化がさらに変化もしくは消去されるまで
維持されるまでの時間にわたって、これらのデバイスの光学メモリの変化を引き起こす。
本明細書中において使用される場合、用語「眼用」とは、眼および視力に関係することま
たは関連することを意味する。眼用要素の非限定的な例としては、矯正レンズおよび非矯
正レンズ（単一視レンズまたはマルチビジョンレンズ（これは、セグメント化されている
かまたはセグメント化されていないマルチビジョンレンズ（例えば、二焦点レンズ、三焦
点レンズおよび累進レンズであるが、これらに限定されない）であり得る）が挙げられる
）、ならびに視力を（美的にかまたはその他で）矯正するか、保護するか、または増強す
るために使用される他の要素（コンタクトレンズ、眼内レンズ、拡大レンズ、および保護
レンズまたは庇が挙げられるが、これらに限定されない）が挙げられる。
【０１２５】
　本明細書中において使用される場合、用語「窓」とは、それを通る放射線の透過を可能
にするように適合された開口部分を意味する。窓の非限定的な例としては、建造物、自動
車および航空機の、透明部品、フィルタ、シャッター、および光学スイッチが挙げられる
。本明細書中において使用される場合、用語「ミラー要素」とは、入射光の大部分を鏡の
ように反射させる表面を意味する。本発明において、反射光は、このミラー要素に接続さ
れた光感受性ポリマー微粒子の型によって、改変され得る。
【０１２６】
　本明細書中において使用される場合、用語「ディスプレイ」とは、単語、数字、記号、
図案または図の形態の情報の、可視または機械読み取り可能な表現を意味する。ディスプ
レイ要素およびディスプレイデバイスの非限定的な例としては、スクリーン、モニタ、液
晶セル、有機発光デバイスおよびセキュリティー要素が挙げられる。本明細書中において
使用される場合、用語「液晶セル」とは、順序付けられ得る異方性材料である液晶材料を
含む構造体をいう。能動液晶セルとは、液晶材料が、外力（例えば、電場または磁場）の
付与によって、順序付けられた状態と順序付けられていない状態との間で切り替えられ得
るセル、または２つの順序付けられた状態の間で切り替えられ得るセルである。受動液晶
セルとは、液晶材料が、１つの順序付けられた状態に維持されるセルである。能動液晶セ
ル素子またはデバイスの１つの非限定的な例は、液晶ディスプレイである。
【０１２７】
　本明細書中において使用される場合、用語「順序付ける（ｏｒｄｅｒ）」とは、例えば
、別の構造体または材料と整列させることによって、あるいは他の何らかの力または影響
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によって、適切な配置または位置にすることを意味する。従って、本明細書中において使
用される場合、用語「順序付ける」とは、材料を順序付けるための接触方法（例えば、別
の構造体または材料と整列させること）と、材料を順序付けるための非接触方法（例えば
、外力または影響への曝露による）との両方を包含する。用語「順序付ける」はまた、接
触方法と非接触方法との組み合わせを包含する。
【０１２８】
　液晶材料および他の異方性材料（例えば、非線形光学材料、フォトクロミック－ダイク
ロミック材料およびダイクロミック染料）を、少なくとも部分的に順序付ける方法の非限
定的な例としては、液晶材料を例として使用する本明細書中に開示される種々の非限定的
な実施形態に従って、この液晶材料の少なくとも一部を、磁場、電場、線形に偏光した赤
外放射線、線形に偏光した紫外放射線、線形に偏光した可視放射線、およびせん断力のう
ちの少なくとも１つに暴露する工程を包含する。
【０１２９】
　液晶材料を少なくとも部分的に順序付ける上述の方法に加えて、液晶材料は、本明細書
中に開示される種々の非限定的な実施形態に従って、この液晶材料の少なくとも一部を、
別の材料または構造体（例えば、配向設備）と整列させることによって、少なくとも部分
的に順序付けられ得る。本明細書中において使用される場合、用語「配向設備」とは、そ
の設備の少なくとも一部に直接および／または間接的に暴露される、１つ以上の保管の構
造体の位置決めを容易にし得る機構である。配向設備に関するさらなる情報は、２００４
年５月１７日に出願された、米国特許出願Ｐ－１０８，９３５の第［０１５３］段落～第
［０２８８］段落（その開示は、本明細書中に参考として援用される）に開示されている
。
【０１３０】
　本発明の１つの非限定的な実施形態において、ａ）第一の表面を有する第一の基板；ｂ
）第二の表面を有する第二の基板であって、この第二の基板の第二の表面は、第一の基板
の第一の表面に対向する、第二の基板；およびｃ）この第一の表面とこの第二の表面との
間に位置する材料であって、この材料は、有効量の、本発明の少なくとも部分的に架橋し
た光感受性ポリマー微粒子を含む、材料を備える光学素子が提供される。第一の表面と第
二の表面との間に位置する材料は、１つの非限定的な実施形態において、両方の表面から
物理的に離れているか、またはこれらの表面のうちの少なくとも一方に接触している。さ
らなる非限定的な実施形態において、ｃ）の材料は、第一の基板の第一の表面および第二
の基板の第二の表面と接触している。
【０１３１】
　別の非限定的な実施形態において、光学素子は、光学メモリ素子、ディスプレイ要素、
眼用要素、窓要素またはミラー要素から選択される。さらなる非限定的な実施形態におい
て、このディスプレイ要素は、スクリーン、モニタ、液晶セル、有機発光デバイスまたは
セキュリティー要素から選択される。なおさらなる非限定的な実施形態において、この光
学素子は、有機発光デバイス「ＯＬＥＤ」であり、ここで、第一の表面は、アノードであ
り、第二の表面は、カソードであり、そしてこれらの表面の間に位置する材料は、発光材
料であり、この発光材料は、このアノードおよびこのカソードと電気的に接触している。
【０１３２】
　電流が、このＯＬＥＤに印加されると、１つの非限定的な実施形態において、有効量の
本発明の光感受性ポリマー微粒子を含有する発光材料中に、このアノードは、ホールを注
入し、そしてこのカソードは、電子を注入する。注入されたホールおよび電子の各々は、
逆に荷電した電極の方へと移動する。電子およびホールが同じ分子上に局在する場合、「
励起子」（これは、励起エネルギー状態を有する局在した電子－ホール対である）が形成
される。この励起が、当業者に公知であるような光電子放出機構を介して緩和する場合に
、光が発光する。例えば、米国特許第６，６８７，２６６号、第２欄第４７行～第１８欄
第５９行（この開示は、本明細書中に参考として援用される）を参照のこと。さらなる非
限定的な実施形態において、少なくとも部分的に架橋した光感受性ポリマー微粒子は、蛍
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光材料、リン光材料またはこれらの混合物から選択される、有効量の光感受性材料を含有
する。
【０１３３】
　セキュリティー要素の非限定的な例としては、有効量の、本発明の少なくとも部分的に
架橋した光感受性ポリマー微粒子を有する物品が挙げられ、この微粒子は、この物品の少
なくとも１つの表面の少なくとも一部に、組み込まれており、そして／または結合されて
いる。光感受性ポリマー微粒子の有効量とは、この物品の証明を可能にするような、微粒
子の量である。有効量の光感受性微粒子は、証明マーク中に局在し得る。このようなセキ
ュリティー要素の非限定的な例としては、アクセスカードおよび許可証（例えば、切符、
バッジ、識別カードまたは会員カード、デビットカードなど）；譲渡可能な文書および譲
渡不可能な文書（例えば、為替、小切手、証文、紙幣、預金の証明書、株式証明書など）
；政府の公文書（例えば、通貨、免許証、身分証明書、給付金カード、ビザ、パスポート
、公式の証明書、証書など）；消費材（例えば、ソフトウェア、コンパクトディスク（「
ＣＤ」）、デジタルビデオディスク（「ＤＶＤ」）、器具、消費者電気機器、スポーツ用
品、車など）；クレジットカード；あるいは商品タグ、ラベルおよびパッケージが挙げら
れるが、これらに限定されない。
【０１３４】
　本明細書中で限定しないが、別の非限定的な実施形態によれば、セキュリティー要素は
、透明基材および反射性基材から選択される基材の少なくとも一部に、結合され得る。あ
るいは、反射性基材が必要とされる特定の非限定的な実施形態によれば、この基材が反射
性ではないか、または意図された用途のために充分には反射性ではない場合、反射性材料
が、この基材の少なくとも一部にまず適用され得、その後、証明マークがそこに適用され
る。例えば、少なくとも部分的に反射性であるアルミニウムコーティングが、この基材の
少なくとも一部に塗布され得、その後、その上にセキュリティー要素が形成される。なお
さらに、セキュリティー要素は、着色されていない基材、着色された基材、フォトクロミ
ック基材、着色されたフォトクロミック基材、少なくとも部分的に線形偏光する基材、少
なくとも部分的に円偏光する基材、および少なくとも部分的に楕円偏光する基材から選択
される基材の、少なくとも一部に結合され得る。１つの非限定的な実施形態において、セ
キュリティー要素は、少なくとも部分的に線形偏向するセキュリティー要素である。
【０１３５】
　さらに、上述の非限定的実施形態によるセキュリティー要素は、１つ以上の他のコーテ
ィングまたはシートをさらに備えて、米国特許第６，６４１，８７４号、第１欄第６行～
第１３欄第２８行（これは、本明細書中に参考として援用される）に記載されるような、
観察角度に依存する特徴を有する多層反射性セキュリティー要素を形成し得る。
【０１３６】
　１つの非限定的な実施形態において、本発明の光感受性物品は、ａ）基材；およびｂ）
少なくとも部分的に硬化したコーティング組成物を備える。このコーティング組成物は、
この基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合されており、このコーティング
組成物は、有効量の、少なくとも部分的に架橋した光感受性ポリマー微粒子を含有し、こ
の微粒子の表面領域および／または内部領域のうちの少なくとも一方は、光感受性である
ように適合される。１つの非限定的な実施形態において、この基材は、ガラス、石材、布
、セラミック（例えば、ゾルゲル材料）、金属、木材、紙またはポリマー有機材料から選
択される。さらなる非限定的な実施形態において、この基材は、ガラス、セラミックまた
はポリマー材料であり、そして着色されていない基材、着色された基材、フォトクロミッ
ク基材、着色されたフォトクロミック基材、少なくとも部分的に線形偏光する基材、少な
くとも部分的に円偏光する基材、少なくとも部分的に楕円偏光する基材、または少なくと
も部分的に反射性の基材から選択される。
【０１３７】
　本明細書中に開示される種々の非限定的実施形態と組み合わせて基材として使用され得
る、ポリマー有機材料の非限定的な例としては、米国特許第６，７３３，８８７号、第９
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欄第５５行～第１７欄第７行および米国特許第５，６５８，５０１、第１５欄第２８行～
第１６欄第１７行（これらの米国特許の開示は、本明細書中に参考として援用される）に
開示されるモノマーおよびモノマー混合物から調製される、ポリマー材料（例えば、ホモ
ポリマーおよびコポリマー）が挙げられる。
【０１３８】
　本明細書中で使用される場合、コーティングまたは基材に関して、用語「少なくとも部
分的に線形偏向する」とは、放射線を線形偏光させる（例えば、一方向への光波の電場ベ
クトルの振動のいくらかから全てまでを制限する）ように適合されたコーティングまたは
基材をいう。本明細書中で使用される場合、コーティングまたは基材に関して、用語「少
なくとも部分的に円偏光する」とは、放射線のいくらかから全てまでを円偏光させるよう
に適合されたコーティングまたは基材をいう。本明細書中で使用される場合、コーティン
グまたは基材に関して、用語「少なくとも部分的に楕円偏向する」とは、放射線のいくら
かから全てまでを楕円偏光させるように適合されたコーティングまたは基材をいう。本明
細書中で使用される場合、コーティングまたは基材に関して、用語「フォトクロミック」
とは、少なくとも化学線放射に応答して変化する可視放射線についての吸収スペクトルを
有する、コーティングまたは基材をいう。さらに、基材に関して本明細書中において使用
される場合、用語「着色されたフォトクロミック」とは、着色剤およびフォトクロミック
材料を含有し、かつ少なくとも化学線に応答して変化する可視放射線、紫外放射線および
／または赤外放射線についての吸収スペクトルを有する基材を意味する。従って、例えば
、１つの非限定的な実施形態において、着色されたフォトクロミック基材は、化学線放射
線に曝露される場合に、着色剤の第一の色特徴、および着色剤とフォトクロミック材料と
の組み合わせの第二の色特徴を有し得る。
【０１３９】
　１つの非限定的な実施形態において、コーティング組成物は、液体形態または固体形態
であり得、そして少なくとも部分的に硬化するコーティング組成物の少なくとも部分的な
コーティングとして塗布され得る。少なくとも部分的なコーティングは、コーティングさ
れる表面のいくらかから全てを覆い、そしてコーティング組成物の硬化可能な成分のいく
らかから全てが硬化する（例えば、反応または重合する）。
【０１４０】
　さらなる非限定的な実施形態において、コーティング組成物は、接着剤、塗料、または
インクである。なおさらなる非限定的な実施形態において、このコーティング組成物は、
接着剤である。熱可塑性接着剤または熱硬化性接着剤のような接着剤、および本明細書中
に記載されるカップリング剤のプライマー組成物は、本発明において使用され得る。塗料
（これは、基材の装飾、保護および／または同定のために使用される、染色された液体ま
たはペーストである）ならびにインク（これは、基材への書き込みおよび印刷のために使
用される、染色された液体またはペーストである）が、本発明において使用され得る。
【０１４１】
　なおさらなる非限定的な実施形態において、コーティング組成物として接着剤を有する
光感受性物品は、コーティング組成物の少なくとも１つの表面に結合した、第一の少なく
とも部分的に硬化したポリマーシートをさらに備える。本明細書中において使用される場
合、用語「に結合した」とは、物体との直接的な接触、または１つ以上の他の構造体また
は材料（これらのうちの少なくとも１つが、物体に直接接触している）を介した、物体と
の間接的な接触を意味する。なおよりさらなる非限定的な実施形態において、光感受性物
品は、第二の少なくとも部分的に硬化したポリマーシートをさらに備え、この第二のポリ
マーシートは、基材に隣接しており、そして接着コーティング組成物によって、第一のポ
リマーシートに結合している。別の非限定的な実施形態において、光感受性物品は、第一
のポリマーシートおよび第二のポリマーシートのうちの少なくとも一方が光感受性である
、物品である。
【０１４２】
　本発明のさらなる非限定的な実施形態において、光感受性物品は、基材、およびこの基
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材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合した少なくとも部分的に硬化したコー
ティング組成物を備え、このコーティング組成物は、少なくとも部分的に順序付けられた
異方性材料を含有し、そして少なくとも部分的に架橋した光感受性ポリマー微粒子は、こ
の異方性材料と少なくとも部分的に整列している。
【０１４３】
　本発明の光感受性ポリマー微粒子を含有するコーティング組成物を塗布する非限定的な
方法としては、当業者に公知である方法（例えば、スピンコーティング、スプレーコーテ
ィング、スプレーおよびスピンコーティング、カーテンコーティング、フローコーティン
グ、ディップコーティング、射出成型、鋳造、ロールコーティング、ワイヤコーティング
、およびオーバーモールディング）が挙げられる。非限定的な実施形態によれば、光感受
性ポリマー微粒子を含有する少なくとも部分的なコーティングは、型に塗布され、そして
基材は、このコーティングの上部に形成されるか、または予め形成された基材が、たとえ
ばオーバーモールディングによって、このコーティングの上部に配置され、そしてこのコ
ーティングが、少なくとも部分的に硬化される。この実施形態において、コーティングは
、光感受性ポリマー微粒子を含有する、液体コーティングまたは粉末コーティングとして
塗布され得る。本明細書中で以下に記載される、ポリマーシートを備えるフォトクロミッ
ク物品もまた、オーバーモールディングプロセスを使用して調製され得る。
【０１４４】
　本発明の別の非限定的な実施形態は、フォトクロミックコーティングされた物品であり
、この物品は：ａ）基材；およびｂ）この基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部
に結合された、少なくとも部分的に硬化したフォトクロミックコーティングを備え、この
フォトクロミックコーティングは、フィルム形成ポリマー、および有効量の、本発明の少
なくとも部分的に架橋したフォトクロミックポリマー微粒子を含有する。本発明の種々の
非限定的な実施形態において、フィルム形成ポリマーの正確な性質は、重要ではない、フ
ォトクロミックポリマー微粒子と適合性である、任意のフィルム形成ポリマー材料が、使
用され得る。
【０１４５】
　１つの非限定的な実施形態において、フィルム形成ポリマーは、熱硬化性ポリマー材料
、熱可塑性ポリマー材料、またはこのようなポリマー材料の混合物から選択される。別の
非限定的な実施形態において、フィルム形成ポリマーは、ポリウレタン、ポリ（尿素－ウ
レタン）、アミノプラスト樹脂、ポリシロキサン、ポリ無水物、ポリアクリルアミド、エ
ポキシ樹脂またはポリ（メタ）アクリレート（例えば、ポリメタクリレート、ポリアクリ
レートもしくはこれらの混合物）から選択される、熱硬化性ポリマー材料である。
【０１４６】
　フォトクロミック材料を含有するフィルム形成ポリマーのコーティング組成物の非限定
的な例としては、フォトクロミックポリウレタンコーティング（例えば、米国特許第６，
１８７，４４４号、第３欄第４行～第１２欄第１５行に記載されるもの）；フォトクロミ
ックアミノプラスト樹脂コーティング（例えば、米国特許第６，４３２，５４４号、第２
欄第５２行～第１４欄第５行および同第６，５０６，４８８号、第２欄第４３行～第１２
欄第２３行に記載されるもの）；フォトクロミックポリシロキサンコーティング（例えば
、米国特許第４，５５６，６０５号、第２欄第１５行～第７欄第２７行に記載されるもの
）；フォトクロミックポリ（メタ）アクリレートコーティング（例えば、米国特許第６，
６０２，６０３号、第３欄第１５行～第７行、同第５０，　６，１５０，４３０号、第８
欄第１５行～第３８行および同第６，０２５，０２６号、第８欄第６６行～第１０欄第３
２行に記載されるもの）；ポリ無水物フォトクロミックコーティング（例えば、米国特許
第６，４３６，５２５号、第２欄第５２行～第１１欄第６０行に記載されるもの）；フォ
トクロミックポリアクリルアミドコーティング（例えば、米国特許第６，０６０，００１
号、第２欄第６行～第５欄第４０行に記載されるもの）；フォトクロミックエポキシ樹脂
コーティング（例えば、米国特許第６，２６８，０５５号、第２欄第６３行～第１５欄第
１２行に記載されるもの）；ならびにフォトクロミックポリ（尿素－ウレタン）コーティ
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ング（例えば、米国特許第６，５３１，０７６号、第２欄第６０行～第１０欄第４９行に
記載されるもの）が挙げられる。フィルム形成ポリマーに関する、上述の米国特許におけ
る開示は、本明細書中に参考として援用される。
【０１４７】
　本発明のフォトクロミックコーティングされた物品の、一連のさらなる非限定的な実施
形態において、少なくとも部分的に硬化したフォトクロミックコーティングは、基材の少
なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合される。このコーティングされた物品は、こ
の基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合した、プライマーコーティングの
少なくとも部分的なコーティングをさらに備える。このコーティングされた物品は、この
基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合した、少なくとも部分的に接着する
弾性コーティングをさらに備える。このコーティングされた物品は、この基材の少なくと
も１つの表面の少なくとも一部に結合した、少なくとも部分的に抗反射性のコーティング
をさらに備える。このコーティングされた物品は、フォトクロミックコーティングと耐磨
耗コーティングとの間に介在する、移行コーティングの少なくとも部分的なコーティング
をさらに備える。そしてこのコーティングされた物品は、この基材の少なくとも１つの表
面の少なくとも一部の結合した、少なくとも部分的に偏光するポリマーフィルムまたはコ
ーティングをさらに備える。
【０１４８】
　別の一連の非限定的な実施形態において、上述のコーティングは、基材から以下の順序
で、基材の同じ表面の少なくとも一部に結合され得る：プライマー；フォトクロミック；
移行；耐磨耗；偏光フィルムもしくはコーティング；抗反射；および耐磨耗；またはプラ
イマー；フォトクロミック；移行；耐磨耗；および抗反射；またはフォトクロミック；移
行；および偏光；またはプライマー；フォトクロミック；および偏光；またはプライマー
；フォトクロミック；および抗反射。上述のコーティングの多数の異なる組み合わせは、
当業者に公知であるように、可能である。上述のコーティングの全ては、基材の１つ以上
の表面（例えば、光学基材の両面）に塗布され得る。さらなる非限定的な実施形態におい
て、フォトクロミックコーティングは、代表的に、１つの表面に塗布される。基材は、本
明細書中で基材として記載される任意の型の材料であり得る。１つの非限定的な実施形態
において、この基材は、光学素子である。別の非限定的な実施形態において、この光学素
子は、眼用要素である。
【０１４９】
　本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態と組み合わせて使用され得る、プラ
イマーコーティングの非限定的な例としては、カップリング剤、カップリング剤の少なく
とも部分的な加水分解物、およびこれらの混合物を含有するコーティングが挙げられる。
本明細書中において使用される場合、「カップリング剤」とは、少なくとも１つの表面上
の基と反応し得、結合し得、そして／または会合し得る、少なくとも１つの基を有する材
料を意味する。１つの非限定的な実施形態において、カップリング剤は、少なくとも２つ
の表面（これらの表面は、類似の表面であっても類似していない表面であってもよい）の
界面における分子架橋として働き得る。カップリング剤は、別の非限定的な実施形態にお
いて、モノマー、プレポリマーおよび／またはポリマーであり得る。このような材料とし
ては、有機金属（例えば、シラン、チタネート、ジルコネート、アルミネート、ジルコニ
ウムアルミネート、これらの加水分解物およびこれらの混合物）が挙げられるが、これら
に限定されない。本明細書中において使用される場合、語句「カップリング剤の少なくと
も部分的な加水分解物」とは、カップリング剤の加水分解可能な基のうちの少なくともい
くつかから全てが加水分解されていることを意味する。本明細書中に開示される種々の非
限定的な実施形態と組み合わせて使用するために適切な、プライマーコーティングの他の
非限定的な例としては、米国特許第６，０２５，０２６、第３欄第３行～第１１欄第４０
行および米国特許第６，１５０，４３０、第２欄第３９行～第７欄第５８行（これらの開
示は、本明細書中に参考として援用される）に記載されるプライマーコーティングが挙げ
られる。
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【０１５０】
　本明細書中において使用される場合、用語「移行コーティング」とは、２つのコーティ
ングの間の特性の傾斜を生じることを補助するコーティングを意味する。例えば、本明細
書中での限定ではないが、移行コーティングは、比較的硬いコーティングと比較的やわら
かいコーティングとの間の硬さの勾配を生じることを補助し得る。移行コーティングの非
限定的な例としては、米国特許出願公開第２００３／０１６５６８６号（このコーティン
グの開示は、本明細書中に参考として援用される）に記載されるような、放射線で硬化す
るアクリレートベースの薄膜が挙げられる。
【０１５１】
　少なくとも部分的な耐磨耗コーティングの非限定的な例としては、オルガノシラン、オ
ルガノシロキサンを含有する耐磨耗コーティング、無機材料（例えば、シリカ、チタニア
および／またはジルコニア）に基づく耐磨耗コーティング、紫外線で硬化可能な型の有機
耐磨耗コーティング、酸素障壁コーティング、ＵＶ遮断コーティング、およびこれらの組
み合わせが挙げられる。
【０１５２】
　語句「少なくとも部分的に耐磨耗性のコーティングまたはシート」とは、標準的な参照
材料より大きい、磨耗に対する耐性を示す、コーティングまたは保護的なポリマー材料の
少なくとも部分的なシートをいう。この標準的な参照材料は、例えば、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕ
ｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃから入手可能な、ＣＲ－３９（登録商標）モノマーから作製される
ポリマーであり、この耐性は、ＡＳＴＭ　Ｆ－７３５　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｔｅｓｔ　Ｍ
ｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ａｂｒａｓｉｏｎ　Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　ｏｆ　Ｔｒａｎｓｐａ
ｒｅｎｔ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ　Ｕｓｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｏｓｃ
ｉｌｌａｔｉｎｇ　Ｓａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄに匹敵する方法で試験される。
【０１５３】
　語句「少なくとも部分的に抗反射性のコーティング」とは、このコーティングが塗布さ
れる基材の抗反射特性を、この基材の表面によって反射されるぎらぎらする光の量を減少
させることによって、そして透明な基材については、コーティングされていない基材と比
較した場合の透過率の百分率を増加させることによって、少なくとも部分的に改善するコ
ーティングをいう。抗反射コーティングの非限定的な例としては、金属酸化物、金属フッ
化物、または他のこのような材料の単層または多層が挙げられ、これらの層は、本発明の
物品に、真空蒸着、スパッタリング、または他の何らかの方法によって、堆積され得る。
【０１５４】
　少なくとも部分的に線形偏光するコーティングの非限定的な例としては、従来のダイク
ロミック化合物（例えば、先に議論されたものであるが、これらに限定されない）を含有
するコーティングが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１５５】
　１つの非限定的な実施形態において、本発明の物品は、フォトクロミック複合物品であ
り、この物品は、ａ）基材；およびｂ）この基材の少なくとも１つの表面に結合された、
少なくとも部分的に硬化したフォトクロミックポリマーシートを備え、このフォトクロミ
ックポリマーシートは、有効量の、本発明の少なくとも部分的に架橋したフォトクロミッ
クポリマー微粒子を含有する。基材および１つ以上のシートを備える本発明のフォトクロ
ミック物品は、フォトクロミック複合物品と称される。
【０１５６】
　別の非限定的な実施形態において、この基材は、本明細書中で先に記載されたものと同
じであり、そしてフォトクロミック複合物品は、光学素子である。さらなる非限定的な実
施形態において、この光学素子は、眼用要素である。少なくとも部分的に硬化したポリマ
ーシートの非限定的な例としては、熱硬化性ポリマー材料、熱可塑性ポリマー材料、また
はこれらの混合物が挙げられる。１つの非限定的な実施形態において、少なくとも部分的
に硬化したポリマーシートは、熱可塑性ポリウレタンを含有する。
【０１５７】
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　さらなる非限定的な実施形態において、本明細書中に記載される、本発明のフォトクロ
ミック複合物品は、少なくとも部分的に耐磨耗性の保護ポリマーシートをさらに備え得る
。このポリマーシートは、少なくとも部分的に硬化したフォトクロミックポリマーシート
の少なくとも１つの表面の、少なくとも一部に結合される。別の非限定的な実施形態にお
いて、少なくとも部分的に耐磨耗性の保護ポリマーシートは、熱硬化性ポリマー材料、熱
可塑性ポリマー材料、またはこれらの混合物を含有する。さらなる非限定的な実施形態に
おいて、少なくとも部分的に耐磨耗性の保護ポリマーシートは、熱可塑性ポリカーボネー
トを含有する。
【０１５８】
　別の非限定的な実施形態において、本発明のフォトクロミック複合物品は、ａ）基材；
ｂ）この基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に結合したフォトクロミック接着
剤の少なくとも部分的に硬化したコーティングであって、この接着剤は、接着剤および有
効量の本発明の少なくとも部分的に架橋したフォトクロミックポリマー微粒子を含有する
、コーティング；ならびにｃ）このフォトクロミック接着コーティングに結合した第一の
少なくとも部分的に硬化したポリマーシートを備える。１つの非限定的な実施形態におい
て、このフォトクロミック複合物品は、光学素子である。さらなる非限定的な実施形態に
おいて、このフォトクロミック複合物品は、眼用要素である。
【０１５９】
　別の非限定的な実施形態において、フォトクロミック複合物品は、第二の少なくとも部
分的に硬化したポリマーシートをさらに備え、この第二のポリマーシートは、基材に隣接
しており、そしてフォトクロミック接着コーティングによって、第一のポリマーシートに
結合している。さらなる非限定的な実施形態において、第一のポリマーシートおよび第二
のポリマーシートのうちの少なくとも一方は、フォトクロミックである。さらなる非限定
的な実施形態において、フォトクロミック複合物品は、セキュリティー要素である。
【０１６０】
　さらに、本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態によれば、少なくとも部分
的なコーティングおよび／または少なくとも部分的なシートは、少なくとも１種の添加剤
を含有し得、この添加剤は、少なくとも部分的なコーティングおよび／またはシートの加
工、特性、または性能のうちの１つ以上を容易にし得る。このような添加剤の非限定的な
例としては、染料、整列促進剤、運動増強添加剤、光開始剤、熱開始剤、重合抑止剤、溶
媒、光安定化剤（例えば、紫外線吸収剤および光安定化剤（例えば、ヒンダードアミン光
安定化剤（ＨＡＬＳ））であるが、これらに限定されない）、熱安定化剤、離型剤、レオ
ロジー制御剤、レベリング剤（例えば、界面活性剤であるが、これに限定されない）、フ
リーラジカルスカベンジャー、架橋剤および接着促進剤（例えば、ヘキサンジオールジア
クリレートおよびカップリング剤）が挙げられる。
【０１６１】
　本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態による、少なくとも部分的なコーテ
ィングおよび／またはシートに存在し得る、染料および顔料の非限定的な例としては、こ
の少なくとも部分的なコーティングおよび／またはシートに望ましい色または他の光学特
性を付与し得る、有機染料および無機染料、ならびに有機顔料および無機顔料が挙げられ
る。
【０１６２】
　本明細書中において使用される場合、用語「整列促進剤」とは、この添加剤が添加され
る材料の整列の速度および均一性のうちの少なくとも１つを促進し得る添加剤を意味する
。本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態による、少なくとも部分的なコーテ
ィングおよび／またはシートに存在し得る、整列促進剤の非限定的な例としては、米国特
許第６，３３８，８０８号、第１欄第４８行～第９欄第４０行、および米国特許出願公開
第２００２／００３９６２７号、段落［００１０］～［０１１９］（整列促進剤のこれら
の開示は、本明細書中に参考として援用される）に記載されるものが挙げられる。
【０１６３】
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　本明細書中に開示される種々の非限定的な実施形態による、少なくとも部分的なコーテ
ィングおよび／またはシートに存在し得る、運動増強添加剤の非限定的な例としては、エ
ポキシ含有化合物、有機ポリオール、および／または可塑剤が挙げられる。このような運
動増強添加剤のより具体的な例は、米国特許第６，４３３，０４３号、第２欄第５７行～
第８欄第３７行および米国特許第６，７１３，５３６号、第２欄第６２行～第１０欄第６
行（これらの運動増強添加剤の開示は、本明細書中に参考として援用される）に開示され
ている。
【０１６４】
　本発明は、以下の実施例において、より具体的に記載される。これらの実施例は、例示
のみとして意図される。なぜなら、これらの実施例の多数の改変およびバリエーションが
、当業者に明らかであるからである。
【０１６５】
　実施例Ａ～Ｊは、フォトクロミック微粒子の水性分散物を製造するために、実施例Ｋ～
Ｓにおける他の成分と組み合わせられて反応させた材料を表す。実施例１～８、１３～２
２および比較例９～１２は、実施例Ｋ～Ｓのフォトクロミック微粒子の水性分散物を組み
込む、様々なコーティング組成物を表す。実施例２３は、実施例１～８、１３～２２およ
び比較例９～１２でコーティングされたレンズの調製および試験を記載する。これらのレ
ンズを、フィッシャー微小硬度、光学密度および退色半減期について試験した。これらの
試験の結果を、表１２および表１３に列挙する。
【実施例】
【０１６６】
　（実施例Ａ）
　（親水性ウレタンプレポリマー）
　以下の材料を、記載した順序で、電気温度プローブ、機械式スターラー、コンデンサー
および加熱マントルを備える４つ口丸底フラスコに添加した。
【０１６７】
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【化１】

　チャージＡを、全ての固体が溶解するまで１００℃の温度にてフラスコ中で攪拌した。
チャージＢを添加して、その混合物を８０℃に再加熱した。チャージＣを１５分間にわた
って添加して、得られた混合物を３時間８０℃に維持した。チャージＤを添加して、その
混合物を室温まで冷やした。最終生成物は、３８．０の酸価および８１．４％の固体を有
する非常に粘性のある透明の黄色溶液であった。酸価は、ＫＯＨを用いて電位差滴定によ
って測定した。固体の割合は、既知の量の材料をアルミニウム皿に添加し、材料を希釈し
て、その皿全体にわたって材料をより均一に分布させるためにさらなる水を添加すること
によって決定した。その皿を、１時間１１０℃にてオーブンに入れた。次いで、その皿を
再び秤量して、残存質量（皿を除く）を最初の質量（皿を除く）で除算して固体の割合を
決定した。
【０１６８】
　（実施例Ｂ）
　（フォトクロミック疎水性ウレタンプレポリマー）
　以下の材料を、記載した順序で、電気温度プローブ、機械式スターラー、コンデンサー
および加熱マントルを備える４つ口丸底フラスコに添加した。
【０１６９】
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【化２】

（１）フォトクロミックＡは、３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１，１３－
トリメチル－１３－（２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）エトキシ）－３
Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランである。
（２）ジイソシアネートは、Ｃｏｇｎｉｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手可能である
。
【０１７０】
　チャージＡをフラスコ中で攪拌して、９０℃の温度に加熱した。チャージＢを１７分間
にわたって添加して、混合物を９０分間、９０℃に維持し、次いで、室温まで冷やした。
最終生成物は、１３９０ｃｐｓのＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘性（スピンドル＃３、５０ｒｐ
ｍ、２５℃）を有する濃い紫色の液体であった。
【０１７１】
　（実施例Ｃ）
　（親水性ウレタンプレポリマー）
　以下の材料を、記載した順序で、電気温度プローブ、機械式スターラー、コンデンサー
および加熱マントルを備える４つ口丸底フラスコに添加した。
【０１７２】
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【化３】

　チャージＡを、全ての固体が溶解するまで、１００℃の温度にてフラスコ中で攪拌した
。チャージＢを添加して、混合物を９０℃に再加熱した。チャージＣを９０分間にわたっ
て添加した。チャージＤを添加して、得られた混合物を２時間、９０℃に維持した。チャ
ージＥを添加して、混合物を室温まで冷やした。最終生成物は、２５．８の酸価、５８．
５％の割合の固体、およびをＷ＋のＧａｒｄｎｅｒ－Ｈｏｌｄｔ粘性（ＡＳＴＭ　Ｄ１５
４５－８９）を有する透明な溶液であった。
【０１７３】
　（実施例Ｄ～Ｉ）
　（フォトクロミック疎水性ウレタンプレポリマー）
　表１中の実施例Ｄ～Ｉの各々についてグラム量で示される材料を、記載した順序で、電
気温度プローブ、機械式スターラー、コンデンサーおよび加熱マントルを備える４つ口丸
底フラスコに添加した。
【０１７４】
　チャージＡをフラスコ中で攪拌して、９０℃の温度に加熱した。チャージＢを最大１０
分間にわたって添加して、混合物を、実施例Ｄ（実施例Ｄは２時間維持した）を除いて１
時間、９０℃に維持した。大気圧に変わった後で、チャージＣを添加して、混合物を、実
施例Ｄおよび実施例Ｅについては３４～３５分間、実施例Ｆおよび実施例Ｉについては２
３分間、実施例Ｇについては２０分間、ならびに実施例Ｈについては３２分間、９０℃で
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維持し、次いで、室温まで冷やした。最終生成物は、表２に示される割合の固体を有する
黒っぽい液体であった。
【０１７５】
【化４】

（３）フォトクロミックＢは、３－フェニル－３－（４－モルホリノフェニル）－６，７
－ジメトキシ－１３－ブチル－１３－（２－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ
）エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランであ
る。
（４）フォトクロミックＣは、３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６－メトキシ－７
－モルホリノ－１３－エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）エトキシ）－３
Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランである。
（５）フォトクロミックＤは、３－（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）－３－
（４－モルホリノフェニル）－１３，１３－ジメチル）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，
１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランである。
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（６）フォトクロミックＥは、３－（４－メトキシフェニル）－３－（４－フルオロフェ
ニル）－６，７－ジメトキシ－１３－エチル－１３－（２－（２－ヒドロキシエトキシ）
エトキシ）－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト［１，２－ｂ］ピランである
。
【０１７６】
　（実施例Ｊ）
　（疎水性ウレタンプレポリマー）
　以下の材料を、記載した順序で、電気温度プローブ、オーバーヘッドスターラー、コン
デンサーおよび加熱マントルを備える４つ口丸底フラスコに添加した。
【０１７７】
【化５】

　チャージＡを大気圧下にてフラスコ中で攪拌し、９０℃の温度に加熱した。チャージＢ
を２５分間にわたって添加して、混合物を５０分間、９０℃に維持した。最終生成物は、
８１．４％の割合の固体およびＲ＋のＧａｒｄｎｅｒ－Ｈｏｌｄｔ粘性を有するわずかに
黄色の液体であった。
【０１７８】
　（実施例Ｋ）
　（実施例Ａおよび実施例Ｂから形成されたフォトクロミック微粒子の水性分散物）
　以下の材料を、以下に記載した順序で添加した。
【０１７９】
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【化６】

（７）Ｒｈｏｄｉａから入手可能な非イオン性界面活性剤
　ガラスビーカー中でチャージＡを攪拌することによってプレエマルジョンを調製した。
チャージＢを順番に添加している間、プレエマルジョンの１３２．３７ｇを、８０００ｐ
ｓｉおよび２８℃にてＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ（登録商標）Ｍ１１０Ｔに通して１
５分間再利用した。Ｍｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ（登録商標）Ｍ１１０Ｔは、ＭＦＩＣ
　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｎｅｗｔｏｎ，ＭＡのＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｃｓＴＭ部門
から入手可能である。得られたマイクロエマルジョンを、オーバーヘッドスターラー、コ
ンデンサー、電気温度プローブおよび窒素注入口を備える４つ口丸底フラスコに移した。
チャージＣを、混合物として急速に添加し、次いで、チャージＤを、３０分間にわたって
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後に、チャージＥを添加して、ｐＨ８．２２を有する乳状の紫色の分散液が生成した。
【０１８０】
　（実施例Ｌ）
　（実施例Ｃから形成された微粒子の水性分散物）
　以下の材料を、以下に記載した順序で添加した。
【０１８１】
【化７】

【０１８２】
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（８）Ｃｙｔｅｃ，Ｉｎｃ．から入手可能なイソブタノール中の９０重量％分散液として
販売される部分的にメチル化されたメラミン／ホルムアルデヒド樹脂であることが報告さ
れている。
【０１８３】
　プレエマルジョンを、ステンレス鋼ビーカー中でチャージＡを攪拌することによって調
製した。このプレエマルジョンを一度、８０００ｐｓｉにてＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅ
ｒ　Ｍ１１０Ｔに通過させた。得られたマイクロエマルジョンを、オーバーヘッドスター
ラー、コンデンサー、電気温度プローブ、および窒素注入口を備える４つ口丸底フラスコ
に移した。チャージＢを使用して、ビーカーおよびＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ　Ｍ１
１０Ｔをリンスして、フラスコに添加した。チャージＣを、混合物として急速に添加し、
次いで、チャージＤを、混合物として３０分間にわたって添加した。チャージＤを添加す
ると、温度は、３０℃～５４℃に上昇した。チャージＥを、混合物として添加した。チャ
ージＦを添加して、ｐＨ８．１１、３９．７センチポアズのＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘性（
スピンドル＃１、５０ｒｐｍ、２５℃）および３６．９％の割合の固体を有する乳状の白
色分散液が生成した。
【０１８４】
　（実施例Ｍ）
　（実施例Ａおよび実施例Ｄから形成されたフォトクロミック微粒子の水性分散物）
　以下の材料を、以下に記載した順序で添加した。
【０１８５】
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【化９】

　ガラスビーカー中でチャージＡを攪拌することによってプレエマルジョンを調製した。
チャージＢを順番に添加している間、プレエマルジョンの１３１．８グラムを、８０００
ｐｓｉおよび２８℃にてＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ　Ｍ１１０Ｔに通して１５分間再
利用した。得られたマイクロエマルジョンを、オーバーヘッドスターラー、コンデンサー
、電気温度プローブおよび窒素注入口を備える４つ口丸底フラスコに移した。チャージＣ
を、混合物として急速に添加し、次いで、チャージＤを、３０分間にわたって混合物とし
て添加した。チャージＤをすると、温度は３０℃～３３℃に上昇した。最終生成物は、ｐ
Ｈ８．２１および３３．１％の割合の固体を有する乳状の灰色分散液であった。
【０１８６】
　（実施例Ｎ～Ｒ）
　（実施例Ａと実施例Ｅ、実施例Ｆ、実施例Ｇ、実施例Ｈまたは実施例Ｉおよび実施例Ｊ
とから形成されたフォトクロミック微粒子の水性分散物）
　表３は、実施例Ｎ～Ｒ（以下に記載される順序で使用した）の調製において使用される
グラムでの材料の量を示す。プレエマルジョンを、ガラスビーカー中でチャージＡを攪拌
することによって調製した。チャージＢを順番に添加している間、実施例Ｎについて５３
．７ｇ；実施例Ｏについて７３．５９ｇ；実施例Ｐについて６０．３１ｇ；実施例Ｑにつ
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各々、８０００ｐｓｉおよび７０℃にてＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ　Ｍ１１０Ｔに通
して１５分間、再利用した。得られたマイクロエマルジョンを、マグネチックスターラー
、コンデンサー、電気温度プローブおよび窒素注入口を備える４つ口丸底フラスコに移し
た。チャージＣを使用してＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒをリンスし、次いで、フラスコ
に添加した。マイクロエマルジョンの温度を２３℃に調整した。チャージＤを、混合物と
して急速に添加し、次いで、チャージＥを、３０分間にわたって混合物として添加した。
チャージＥを添加すると、温度は２４℃～２６℃に上昇した。得られた微小分散液を、表
４に示した量が、各々の実施例について維持されるまで減圧下で希釈した。最終生成物は
、表４にまた示されるｐＨおよび固体の割合を有する黒っぽい液体であった。
【０１８７】
【化１０】

【０１８８】
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【化１１】

　（実施例Ｓ）
　（実施例Ａおよび実施例Ｂから形成されたフォトクロミック微粒子の水性分散物）
　以下の材料を、以下に記載した順序で添加した。
【０１８９】

【化１２】

【０１９０】
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【化１３】

　オーバーヘッドスターラー、コンデンサー、電気温度プローブおよび空気注入口を備え
る４つ口丸底フラスコ中でチャージＡを攪拌することによって、プレエマルジョンを調製
した。プレエマルジョンを６０℃に加熱して、チャージＢを順番に添加している間、冷や
さずに８０００ｐｓｉにてＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ（登録商標）Ｍ１１０Ｔに通し
て１５分間再利用した。冷却水をＭｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｚｅｒ（登録商標）Ｍ１１０Ｔ
に付与して、得られたマイクロエマルジョンの温度を２５℃に下げた。このマイクロエマ
ルジョンを、オーバーヘッドスターラー、コンデンサー、電気温度プローブおよび窒素注
入口を備える４つ口丸底フラスコに移した。チャージＣを使用して、Ｍｉｃｒｏｆｌｕｉ
ｄｉｚｅｒ（登録商標）をリンスし、次いで、フラスコに添加した。チャージＤを、混合
物として急速に添加し、次いで、チャージＥを、３０分間にわたって混合物として添加し
た。チャージＥをすると、温度は２５℃～３０℃に上昇した。得られた乳状の紫色の分散
液は、ｐＨ６．５８、４８．３センチポイアズのＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘性（スピンドル
＃１、５０ｒｐｍ、２５℃）および３０．８％の割合の固体を有した。
【０１９１】
　（実施例１～実施例８）
　（架橋剤としてメラミン樹脂を用いた実施例Ｋのフォトクロミック微粒子の水性分散物
のコーティング組成物）
　（パートＡ）
　十分な水を実施例Ｋの材料に添加して、測定値２３．２％の割合の固体を得た。得られ
た溶液を、約１時間攪拌した。
【０１９２】
　（パートＢ）
　表５の実施例１～８の各々についてグラム量で示される材料を、以下に記載する順序で
添加した。
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【０１９３】
　攪拌プレート上のビーカー中でマグネチック攪拌棒を用いてチャージＡを攪拌している
間、チャージＢを調整可能なピペットを用いてそれに添加した。得られた混合物を２～５
分間攪拌した。チャージＣを、チャージＢと同じ様式で添加した。チャージＤを添加して
得られた混合物を時折、上部から底部を確実に混合するように２～１０回振盪して、２０
～４５分間攪拌した。攪拌を停止した後、得られた溶液を３０～６０分間静止状態のまま
にして、形成された気泡を取り除いた。
【０１９４】
【化１４】

（９）γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシランであることが報告されており、Ｏｓ
ｉ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから入手可能である。
（１０）ＮＭＰ中の５重量％のＴＩＮＵＶＩＮ－１４４であり、ＣＡ＃６３８４３－８９
－０を有すると報告されており、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓか
ら入手可能である。第１の安定剤溶液を、ＴＩＮＵＶＩＮ－１４４が溶解するまで攪拌す
ることによって調製した。
（１１）Ｃｙｔｅｃ，Ｉｎｃ．から入手可能なメトキシメチルメチロールメラミン樹脂で
あることが報告されている。
【０１９５】
　（比較例９～１２および実施例１３）
　（比較例９を除く全てにおいて架橋剤としてメラミン樹脂を用いた実施例Ｌまたは実施
例Ｍのフォトクロミック微粒子の水性分散物のコーティング組成物）
　以下の材料を、表６のグラムで示した量で用いたことを除いて、実施例１のパートＢの
手順に従った。
【０１９６】
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【化１５】

（１２）フォトクロミック／安定剤を、３，３－ジ（４－メトキシフェニル）－６，１１
，１３－トリメチル－１３－ヒドロキシ－３Ｈ，１３Ｈ－インデノ［２，１－ｆ］ナフト
［１，２－ｂ］ピランであるフォトクロミックＦ（１．７５ｇ）およびＮＭＰ（５０．０
ｇ）中の第１の安定剤（１０）における材料として記載されているＴＩＮＵＶＩＮ－１４
４（０．８７ｇ）を添加することによって調製した。この材料を攪拌しながら溶解して、
溶液を４５℃未満に温めて、ＮＭＰ中に３．３重量％のフォトクロミックＦおよび１．７
重量％のＴＩＮＵＩＶＩＮ－１４４を有する溶液を得た。
【０１９７】
　（実施例１４～実施例１６）
　（架橋剤としてポリカルボジイミド；ポリアジリデン；またはイソシアネート官能性オ
ルガノシランを用いた実施例Ｋのフォトクロミック微粒子の水性分散物のコーティング組
成物）
　（パートＡ）
　十分な水を実施例Ｋの材料に添加したことを除いて実施例１の手順に従って、３１．４
％の固体である本発明の固体の測定値を得た。
【０１９８】
　（パートＢ）
　以下の材料を表７にグラムで示した量で使用したことを除いて、実施例１の手順に従っ
た。
【０１９９】
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（１３）水中の４０％固体として提供された多機能性ポリカルボジイミドであり、日本の
Ｎｉｓｓｈｉｎｂｏ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．によって製造されている。
（１４）安定剤／接着促進剤を、ＮＭＰ中の３．５重量％のＴＩＮＵＶＩＮ－１４４およ
び１９．９重量％のＡ－１８７接着促進剤を溶解することによって調製した。
（１５）ＮｅｏＲｅｓｉｎｓ，Ｉｎｃ．から１００％固体として提供されたポリアジリジ
ン。
【０２００】
　（実施例１７）
　（架橋剤としてメラミン樹脂を用い、ウレタンジオールを含む、実施例Ｎ、実施例Ｏお
よび実施例Ｐのフォトクロミック微粒子の水性分散物のコーティング組成物）
　以下の材料を表８にグラムで示した量において使用したことを除いて、実施例１のパー
トＢの手順に従った。
【０２０１】
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【化１７】

（１６）Ｃｙｔｅｃ，Ｉｎｃ．製の水中で８５％活性として入手可能な高イミノメラミン
樹脂であることが報告されている。
（１７）水中で８８％活性として提供され、Ｋｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．
から入手可能なウレタンジオールであることが報告されている。
【０２０２】
　（パート４）
　以下の材料を、記載した順序でビーカーに添加して、約１０分間混合し、実施例１７を
得た。
【０２０３】
【化１８】

　（実施例１８～１９）
　（架橋剤としてメラミン樹脂を使用し、ウレタンジオールを含む、実施例ＱまたはＲの
フォトクロミック微粒子の水性分散物のコーティング組成物）
　以下の材料を表９において示した量（ｇ）で使用した以外は、実施例１のパートＢの手
順に従った。
【０２０４】
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【表９】

　（実施例２０～２２）
　（市販のゾルゲルハードコート生成溶液を使用した、実施例Ｓのフォトクロミック微粒
子の水性分散物のコーティング組成物）
　以下の材料を表１０に示した量（ｇ）で使用した以外は、実施例１のパートＢの手順に
従った。
【０２０５】

【表１０】

（１８、１９および２０）　ＨｉＧａｒｄ（登録商標）１０２０コーティング溶液、Ｈｉ
Ｇａｒｄ（登録商標）１０８０コーティング溶液、およびＨｉＧａｒｄ（登録商標）１０
３５コーティング溶液はそれぞれ、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．から市販さ
れているゾルゲルハードコート生成溶液である。
【０２０６】
　（実施例２３）
　レンズの調製は、パートＡに記載する；そのレンズのコーティングは、パートＢに記載
する；コーティングされたレンズのＦｉｓｃｈｅｒ微小硬さ試験（Ｍｉｃｒｏｈａｒｄｎ
ｅｓｓ　Ｔｅｓｔｉｎｇ）は、パートＣに記載する；そしてそのコーティングされたレン
ズのフォトクロミック性能試験は、パートＤに記載されている。
【０２０７】
　（パートＡ）
　７６ｍｍの直径を有する、ＰＤＱ（登録商標）コーティングされたＧｅｎｔｅｘ（登録
商標）ポリカーボネート平面（ｐｌａｎｏ）レンズを、供給されたままで使用したか、あ
るいは食器洗い界面活性剤および水で洗浄し、脱イオン水でリンスし、そして乾燥させた
。実施例１～８、１３および比較例９～１２のレンズを、供給されたままで使用し、そし
て流速１００ミリリットル（ｍＬ）／分の酸素で、１００ワットの電力で１分間、酸素プ
ラズマで処理した。実施例１４～２２の清浄レンズを、イオン化空気のバーストで処理し
て、塵粒を全て除去し、各レンズをコロナ源の下約１インチ（２．５４ｃｍ）に置き、約
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２００ｒｐｍで回転させ、約３～４秒処理することによって、３ＤＴ　ＭｕｌｔｉＤｙｎ
ｅ　１システムにおけるコロナ処理に供した。
【０２０８】
　（パートＢ）
　パートＡにおいて調製されたレンズを、スピンコーティングプロセスを介して実施例１
～８、１３～２２および比較例９～１２の溶液でコーティングした。各実施例および比較
例の溶液約１～２ｍＬを、レンズ上に施し、表１１に列挙した速度および時間でそのレン
ズを回転させた。実施例１～８、１３～１９および比較例９～１２のコーティングされた
レンズを、以下の硬化サイクルによって強制空気オーブンにおいて硬化した：８０℃で２
０分間、５分間にわたって１２０℃に上げ、１２０℃で１時間維持し、室温まで冷却する
。実施例２０～２２のコーティングされたレンズを、６０℃で２０分間、強制空気オーブ
ンにおいて硬化し、次いで１２０℃で３時間硬化した。
【０２０９】
【表１１－１】

【０２１０】
【表１１－２】

＊は、材料のいくらかを回転の前に施し、そしていくらかをレンズの回転の間の１．０秒
までに施したことを示す。
【０２１１】
　（パートＣ）
　パートＢにおいて調製したコーティングされたレンズを、Ｆｉｓｃｈｅｒ　Ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ，Ｉｎｃ．から入手可能なＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ　ＨＣＶ，Ｍｏｄｅｌ　
Ｈ－１００を使用する微小硬さ試験に供した。微小硬さは、ニュートン／ｍｍ２で測定す
る。この測定は、そのレンズを約４８℃の相対湿度、２１～２３℃の温度に少なくとも１
２時間の条件においた後に行った。各レンズを、２～５回測定し、得られたデータを平均
した。硬さの測定は、１５秒間の１００ニュートンの負荷の後の２ミクロンの貫通深さに
おける硬さとして行った。結果を表１１に列挙する。
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【０２１２】
　（パートＤ）
　パートＢにおいて調製されたコーティングされたレンズを、ＶＡＲＩＡＮ　ＣＡＲＹ　
３　ＵＶ－可視スペクトロメータまたは匹敵する機器において、紫外線吸収についてスク
リーニングした。３９０ｎｍにおいて匹敵するＵＶ吸収を有するレンズを、光学ベンチに
おいてフォトクロミック応答について試験した。光学ベンチにおける応答試験の前に、上
記コーティングされたレンズを、上記フォトクロミック材料を予め活性化するために、光
源から１４ｃｍの距離において１０分間、３６５ｎｍの紫外光にそのレンズを曝露するこ
とによって、調整した。サンプルにおけるＵＶＡ照射量を、Ｌｉｃｏｒ　Ｍｏｄｅｌ　Ｌ
ｉ－１８００分光放射計で測定し、１平方メートル当たり２２．２ワットであることを見
出した。次いで、サンプルにおけるフォトクロミック材料を退色または不活性化させるた
めに、そのサンプルを１０分間、ハロゲンランプ（５００Ｗ、１２０Ｖ）下に、そのラン
プから約３６ｃｍの距離に置いた。そのサンプルにおける照度を、Ｌｉｃｏｒ分光放射計
で測定し、２１．９Ｋｌｕｘであることを見出した。次いで、このサンプルを、冷却して
試験の前に基底状態まで消失させ続けるために、少なくとも１時間暗環境内に保った。
【０２１３】
　フォトクロミック応答を測定するのに使用した光学ベンチを、Ｏｒｉｅｌ　Ｍｏｄｅｌ
　＃６６０１１　３００－ワットキセノンアークランプ、Ｏｒｉｅｌ　Ｍｏｄｅｌ　７１
４４５コンピューター制御されたシャッター、短い波長の照射を除去するためのＳｃｈｏ
ｔｔ　３ｍｍ　ＫＧ－２帯域通過フィルター、キセノンランプからの光を減弱するための
コーティングされた融合シリカ中性密度（ｎｅｕｔｒａｌ　ｄｅｎｓｉｔｙ）フィルター
、光線を平行にするための融合シリカ集光レンズ、およびサンプルの温度を維持するため
の石英ウォーターセル（ｗａｔｅｒ　ｃｅｌｌ）／サンプルホルダー（ここに試験される
サンプルが挿入される）に取り付ける。そのウォーターセルにおける温度を、揚水水循環
システムで制御し、ここで水は、冷却ユニットのレザバ内に配置された銅製のコイルを通
過する。試験サンプルを保持するために使用されるウォーターセルは、活性化またはモニ
タリング光線のスペクトルの変化を排除するために、前面および後面上に融合シリカシー
トを含有した。そのウォーターセルを通る濾過された水を、フォトクロミック応答試験の
ために７２°Ｆ±２°に維持した。Ｏｒｉｅｌ　Ｐｈｏｔｏｆｅｅｄｂａｃｋユニット、
モデル６８８５０を使用して、サンプルの活性化の間、キセノンアークランプの強さを制
御した。
【０２１４】
　Ｏｃｅａｎ　Ｏｐｔｉｃｓ　ＬＳ－１タングステンハロゲン光源を、フォトクロミック
応答測定のためのモニタリング光源として使用した。光ファイバーケーブル中に集中され
た光を平行にし、上記ウォーターセルにおいて、サンプルの中心を垂直に通した。そのサ
ンプルを通した後、光を、２インチの積分球に再び集中し、光ファイバーケーブルによっ
てＯｃｅａｎ　Ｏｐｔｉｃｓ　Ｓ２０００スペクトロフォトメータに送った。Ｏｃｅａｎ
　Ｏｐｔｉｃｓ　ＯＯＩＢａｓｅ　３２ソフトウェアおよびＰＰＧ特許ソフトウェアを、
応答を測定し、そして光学ベンチの操作を制御するために使用した。
【０２１５】
　上記光学ベンチ上での上記フォトクロミックサンプルの応答試験のための照射量は、モ
デルＳＥＤ０３３検出計、Ｂフィルターおよび拡散器を備える検出システムと共に、Ｉｎ
ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｒａｄｉｏｍｅｔｅｒモデル
ＩＬ－１７００を使用して、そのサンプルにおいて確立した。１平方メートルのＵＶＡ当
たりのワットを示す値を表示するために、その放射計の出力表示をＬｉｃｏｒ　１８００
－０２　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃａｌｉｂｒａｔｉｏｎ　Ｃａｌｉｂｒａｔｏｒに対して補正
（係数値設定（ｆａｃｔｏｒ　ｖａｌｕｅｓ　ｓｅｔ））した。応答試験のためのサンプ
ル点における照射量を、１平方メートルのＵＶＡ当たり６．７ワットで、約１８Ｋｌｕｘ
の照度を有するように設定した。上記試験サンプルを、モニタリング光に対して垂直にし
ながら、垂線から３１°で活性化光に曝露した。
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【０２１６】
　サンプルが飽和密度に達するまで、そのサンプルを１５または３０分間、７２°Ｆに制
御したウォーターセルにおいて活性化した。その時点で、活性化光線のためのシャッター
を閉じた。そのサンプルを、最大約３０分間、室内照明条件下で退色する間モニタリング
を続けた。サンプルが光学ベンチ上で退色している間に、退色半減期（Ｔ　１／２）を各
サンプルについて決定した。退色の第一の半減期は、活性化光源の除去（例えば、シャッ
ターを閉じることによる）の後に、レンズ上のコーティングにおけるフォトクロミック材
料の活性化形態の飽和ΔＯＤが、７２°Ｆ（２２℃）での活性化の１５～３０分後に測定
した最大ΔＯＤの１／２に退色する時間間隔（秒）であった。退色の第二の半減期は、レ
ンズ上のコーティングにおけるフォトクロミック材料の活性化形態のΔＯＤが、上記のよ
うに測定した最大ΔＯＤの１／４に退色する時間間隔（秒）であった。退色の第三の半減
期は、レンズ上のコーティングにおけるフォトクロミック材料の活性化形態のΔＯＤが、
上記のように測定した最大ΔＯＤの１／８に退色する時間間隔（秒）であった。各サンプ
ルについて測定した種々の退色半減期は、表１３に含まれる。
【０２１７】
【表１２】

【０２１８】
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【表１３】

　表１２における結果は、本発明の実施例１～８、１３～２２および比較例９～１２を使
用して調製したコーティングのＦｉｓｃｈｅｒ微小硬さ値が１０～１４７（Ｎ／ｍｍ２）
に及ぶことを示す。
【０２１９】
　表１３において、実施例１～８、１３～２２および比較例９～１２の結果は、コーティ
ングのフォトクロミック性能値は、広範に変動させられ得ることを示した。
【０２２０】
　本発明は、その特定の実施形態の具体的な詳細を参照して説明された。そのような詳細
は、添付の特許請求の範囲に含まれるものを除いては、本発明の範囲についての限定とみ
なされることは意図されない。
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